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県都『あきた』創生プランについて 

 

１ 計画策定の目的 

  市政推進の基本方針である本市総合計画は、時代の変化に合わせ、目指すべき将来の

姿やまちづくりの大局的な方向性を示すとともに、その実現に向けた具体的な政策等を

明らかにすることを目的に、概ね５年ごとに見直しを行いながら定めてきました。 

  今回新たに定める第１４次秋田市総合計画は、第１３次秋田市総合計画「新・県都『あ

きた』成長プラン」（以下「前計画」といいます。）の基本理念や将来都市像など、その

根幹となる考え方を土台とし、人口減少・少子高齢化の進行、厳しい財政状況といった

本市を取り巻く課題、新型コロナウイルス感染症による社会の変化などを踏まえて策定

するものです。時代の大きな転換点にあって、次の世代に引き継ぐことができる元気な

秋田市を、ともに「創」り、ともに「生」きるための計画として、名称を「県都『あき

た』創生プラン」（以下「本計画」といいます。）とします。 

 

２ 本計画における新型コロナウイルス感染症の捉え方と対応 

  新型コロナウイルス感染症は、価値観の転換や生活様式の変化など、社会に大きな変

革をもたらしており、産業、観光、文化、教育、子育て、福祉など、市政の幅広い分野に

影響が生じています。 

本計画では、基本構想において、同感染症による市政全般への影響を踏まえながら、将

来都市像や政策・施策など市政の方向性を定めるとともに、毎年度更新する推進計画に

おいて、必要な対策等を「取組・事業」として位置付けるものです。 

  また、各施策の進捗管理のために設定する指標は、同感染症の今後の状況により、計

画期間内においても必要に応じて見直すこととします。 

 

３ 前計画の検証・総括等 

  本計画の策定に当たっては、市民意識調査や指標の進捗管理、新型コロナウイルス感

染症による影響調査を通じ、前計画の検証・総括を行い、その結果を反映しています。 

 (1) 市民意識 

      本計画の基礎資料とするため、成長戦略をはじめ前計画のもとで実施した市の施策

への評価や市民意識の変化の把握等を目的に、令和元年度に「しあわせづくり市民意

識調査Ⅳ」を実施しました。調査結果の要点は、以下のとおりです（かっこ内の数値

は、前回平成２７年度調査の数値です。）。 

 

ア 住みごこちについて 

   (ｱ) 全体的評価 

本市の住みごこちに対する全体的な評価は、「住みやすい」「どちらかといえ 

ば住みやすい」を合わせた割合が７３．１％と、全体のおよそ４分の３の市民が

住みやすいと感じており、前回調査結果（７０．５％）から２．６ポイント増加

しています。 

年代別では、特に２０代が２３．０ポイント増、３０代が６．８ポイント増と 

住みやすさの実感が増しており、総合的にみれば、住みやすい都市と評価されて 

いるといえます。 
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区分 

 

「住みやすい」「どちらかといえば住みやすい」 

の割合（前回調査比） 

全体 73.1％（+ 2.6ポイント） 

年代別 

 

 

 

 

 

 

10代 65.2％（- 0.9ポイント） 

20代 79.3％（+23.0ポイント） 

30代 73.2％（+ 6.8ポイント） 

40代 72.0％（+ 1.3ポイント） 

50代 65.2％（- 4.6ポイント） 

60代 73.3％（+ 4.2ポイント） 

70代以上 78.7％（- 0.2ポイント） 

 

   (ｲ) 分野別評価 

     分野別評価（全３１項目）で「よい」「どちらかといえばよい」を合わせた割合 

が高い上位１０項目をみると、「食の安全・安心」が７．４ポイント増、「市役所

の窓口サービス」が６．３ポイント増、「広報あきたなど市政情報の得やすさ」が

５．１ポイント増となるなど、８項目で前回調査時よりも評価が上がっています。 

 

 

 

項目 

 

「よい」「どちらかといえばよい」 

の割合（前回調査比） 

1 食の安全・安心 52.2％（+ 7.4ポイント） 

2 公園や緑地、街路樹など緑の豊かさ 45.1％（- 0.1ポイント） 

3 ごみの収集・処理やリサイクルへの取り組み 42.7％（+ 2.8ポイント） 

4 広報あきたなど市政情報の得やすさ 33.6％（+ 5.1ポイント） 

5 健康診断や予防接種などの受けやすさ 32.7％（+ 2.6ポイント） 

6 市役所の窓口サービス 27.5％（+ 6.3ポイント） 

7 病院などの医療機関の利用しやすさ 26.2％（- 0.1ポイント） 

8 子どもの育てやすさ 23.6％（+ 3.5ポイント） 

9 買い物のしやすさ 23.2％（+ 2.4ポイント） 

10 まちなみなどの景観 22.7％（+ 1.6ポイント） 

 

一方、「悪い」「どちらかといえば悪い」の割合が高い上位１０項目をみると、

「バス・電車などの利用しやすさ」、「レジャー・娯楽などレクリエーションのし

やすさ」、「高齢者・障がい者の生活のしやすさ」、「道路の整備状況」の４項目

では前回調査時よりも評価が悪化しています。 
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項目 

 

「悪い」「どちらかといえば悪い」 

の割合（前回調査比） 

1 産業や雇用の状況 70.0％（-11.1ポイント） 

2 冬期の除雪 62.3％（- 7.0ポイント） 

3 まちのにぎわい 60.5％（-10.4ポイント） 

4 バス、電車などの利用しやすさ 58.4％（+ 5.8ポイント） 

5 観光地としての魅力 53.2％（- 8.5ポイント） 

6 経済・学術交流などの国際化の進みぐあい 40.6％（- 2.6ポイント） 

7 レジャー・娯楽などレクリエーションのしやすさ 39.1％（+ 0.2ポイント） 

8 高齢者・障がい者の生活のしやすさ 35.2％（+ 3.2ポイント） 

9 道路の整備状況 30.5％（+ 1.5ポイント） 

10 市民の市政参加のしやすさ 28.1％（- 1.0ポイント） 

 

イ 秋田市の施策について 

最も力を入れて欲しい施策については、「冬期の除雪」の割合が最も高く、これに

「雇用対策」が続きました。また、前回調査では上位になかった「バス路線の維持」

が４位に入りました。 

 

 

ウ 成長戦略について 

   (ｱ) 重要度および満足度 

前計画で設定した５つの成長戦略の重要度については、「戦略１ 地域産業の振

興と雇用の創出」が最も高く、「戦略４ 子どもを生み育てやすい社会づくり」が

続きました。 

     一方、満足度については、「戦略３ 豊かな自然をいかした環境立市の確立」が

最も高く、「戦略５ いきいきと暮らせる健康長寿社会づくり」が続きました。 

 

 重要度 満足度 

戦略１ 地域産業の振興と雇用の創出 29.0 -38.4 

戦略２ 芸術文化・スポーツ・観光による都市の魅力向上 7.5 -11.2 

戦略３ 豊かな自然をいかした環境立市の確立 -2.1 -3.9 

戦略４ 子どもを生み育てやすい社会づくり 28.4 -18.6 

戦略５ いきいきと暮らせる健康長寿社会づくり 10.7 -11.1 

平均値 14.7 -16.6 

17.6(23.4)
15.2(19.4)

8.6(10.0)
7.4(4.2)

7.0(8.0)

0% 5% 10% 15% 20%

冬期の除雪

雇用対策

商工業の振興や地元経済の活性化

バス路線の維持

高齢者福祉
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【参考 前回調査結果】 

 重要度 満足度 

戦略１ 都市イメージ「ブランドあきた」の確立 -5.2 -26.3 

戦略２ 地域産業の競争力強化 2.1 -31.5 

戦略３ 観光あきた維新 -1.9 -30.0 

戦略４ 環境立市あきたの実現 -8.8 -15.9 

戦略５ エイジフレンドリーシティの実現 12.0 -17.3 

戦略６ 次世代の育成支援 22.2 -30.4 

平均値 3.4 -25.2 

 

   (ｲ) ニーズ度 

     重要度の評価点から満足度の評価点を差し引くことによりニーズ度（市民が市

に取り組んでもらいたいと考えている度合い）を算出したところ、「戦略１ 地

域産業の振興と雇用の創出」のニーズ度が突出して高く、次いで「戦略４ 子ど

もを生み育てやすい社会づくり」となりました。 

 

 

エ 人口減少社会について 

(ｱ) 少子化の要因 

少子化の要因として影響が大きいと思うことを８項目の中から３つ選択しても 

らいました。 

    「非正規雇用など不安定な雇用環境や少ない収入」の割合が最も高く、「晩婚化 

の進行や婚姻数の減少」、「子育て費用や教育費などの経済的な負担」が続きまし

た。この順位は前回調査と同様であり、不安定な雇用環境と低収入が結婚や出産、

子育ての妨げになっているとの認識に変化はないと言えます。 

67.4

18.7

1.8

46.9

21.7

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

戦略１ 地域産業の振興と雇用の創出

戦略２ 芸術文化・スポーツ・観光による都市の魅力向上

戦略３ 豊かな自然をいかした環境立市の確立

戦略４ 子どもを生み育てやすい社会づくり

戦略５ いきいきと暮らせる健康長寿社会づくり

【解説】重要度・満足度・ニーズ度の算出について 

①重要度・満足度の算出式 

[高い（満足）と回答した数×２点]＋[どちらかといえば高い（満足）と回答した数×１点] 

＋[どちらかといえば高くない（不満）と回答した数×－１点]＋[高くない（不満）と回答した数×－２点]                    

（有効回答数×２） 

②ニーズ度の算出式 

 [ニーズ度] ＝ [重要度] － [満足度]  

×100 
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※（ ）内の数値は前回調査結果 

 

   (ｲ) 今後も秋田市に住み続けたいか 

     「住み続けたい」と「事情が許せば、住み続けたい」を合わせた割合が７４．４％ 

と全体のおよそ４分の３近くを占めた一方、前回調査結果から１．８ポイント減少

しており、特に１０代で大きな減少が見られました。 

 

区分 

 

「住み続けたい」「事情が許せば、住み続けたい」

の割合（前回調査比） 

全体 74.4％（- 1.8ポイント） 

年代別 

 

 

 

 

 

 

10代 36.6％（-21.9ポイント） 

20代 56.4％（- 2.8ポイント） 

30代 62.9％（- 1.5ポイント） 

40代 70.8％（+ 4.1ポイント） 

50代 68.7％（-10.0ポイント） 

60代 77.5％（- 2.9ポイント） 

70代以上 89.3％（- 0.3ポイント） 

出身地別 

 

 

秋田市内 78.0％（- 0.9ポイント） 

秋田市以外の秋田県内 74.2％（- 4.6ポイント） 

秋田県外 59.0％（+ 3.6ポイント） 

   

(ｳ) 秋田市に住み続けるために必要なこと 

「あなたやあなたの家族が秋田市に住み続けるために必要だと思うこと」を１１ 

項目の中から３つ選択してもらいました。 

その結果、前回調査時と同様、「雇用の場の確保」という回答が最も多くなり、 

「若者にとって魅力のあるまちづくり」と「高齢者向けの福祉・介護サービスなど 

の充実」の割合は前回調査から増加しました。 

 

 

66.4
(70.8)

54.5
(54.3)
53.5

(51.7)
28.1

(29.3)
25.5

(23.8)
22.0

(23.1)
18.9

(16.9)
8.8

(7.2)

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％

非正規雇用など不安定な雇用環境や

少ない収入

晩婚化の進行や婚姻数の減少

子育て費用や教育費などの経済的負担

子育てと仕事の両立に対する職場の理解不足

男女の出会いの機会の減少

子どもを預けにくい環境（核家族化の進行や

保育施設・サービスの不足など）

夫婦や個人の生活を大切にする

価値観を持つ人の増加

子育てや家事への配偶者の協力不足
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 項目 割合（前回調査比） 

1 雇用の場の確保 61.6％（- 1.6ポイント） 

2 若者にとって魅力のあるまちづくり 48.9％（+ 6.3ポイント） 

3 非正規雇用など不安定な雇用の改善や収入の増加 44.6％（- 3.5ポイント） 

4 高齢者向けの福祉・介護サービスなどの充実 29.5％（+ 2.3ポイント） 

5 まちのにぎわいの創出 22.9％（- 1.3ポイント） 

 

 (2) 指標の達成状況 

      前計画では、基本施策ごとに指標を設定して毎年度その進捗管理を行い、翌年度以

降の施策の検討などに活用してきました。最終年度の令和２度末時点の達成状況は、

令和３年度に取りまとめる予定です。 

 

 (3) 新型コロナウイルス感染症による市政への影響 

   本計画の策定にあたり、新型コロナウイルス感染症による市政への影響を把握する

ため、令和２年６月から７月まで全庁を対象とした影響調査を実施し、前計画の成長

戦略ごとに整理しました。調査結果の要点は、以下のとおりです。 

 

ア 成長戦略１「地域産業の振興と雇用の創出」 

市内企業の大型の設備投資や雇用拡大の動きは慎重であるなど、地域経済や企業集

積、雇用、貿易などは非常に厳しい状況にあります。一方で、テレワーク※、ＩｏＴ※

導入などのＩＣＴの活用、生産拠点や本社機能・開発部門等の地方分散化などの動き

も見られます。また、都市農村交流に関しては、人の密集の回避や地方回帰意識の高

まりにより、余暇活動の場が農山村地域へとシフトする傾向にあります。 

 

イ 成長戦略２「芸術文化・スポーツ・観光による都市の魅力向上」 

まつり・イベントなどの中止をはじめ、芸術文化、スポーツなどの活動に多大な影

響が生じたほか、インバウンド関連の事業が実施できず、先行きが見通せない状況に

あります。一方で、近場の魅力を再発見する機会の増加が期待されるとともに、「新

しい生活様式」に合わせた旅行スタイルや新しい観光の形の創出に向けた動きも見ら

れます。 

 

ウ 成長戦略３「豊かな自然をいかした環境立市の確立」 

家庭系ごみが増加した一方、外出自粛などによる在宅時間の増に伴うエコで快適な

暮らしのニーズの高まりなども想定されます。また、地方で暮らすことの価値が見直

される中で、本市が持つ豊かな自然の価値を改めて認識する機会となっています。 

 

  エ 成長戦略４「子どもを生み育てやすい社会づくり」 

    本市主催のイベントや各種教室の中止など、対面を要する業務に影響が生じまし

たが、一方で、規模や内容の変更、オンライン化による開催の検討など、新しい視

点から取組を見直す機会となっています。 
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  オ 成長戦略５「いきいきと暮らせる健康長寿社会づくり」 

    感染症対応のため、医療人材の確保や検査体制の強化が必要となったほか、医療

機関で受診控え等による収益の減少が生じています。また、高齢者福祉に関しては、

各種教室等の開催規模や回数の縮減、ボランティアの受入れ見合わせなどもあり、

高齢者の社会参加の機会が減少しています。 

 

(4) 本計画への反映等 

   市民意識調査や、指標の達成状況、新型コロナウイルス感染症による影響調査の結

果は、本計画全般にわたって反映するよう努めたところですが、前計画から主に次の

ような見直しを行っています。 

   

  ア 将来都市像 

   (ｱ) 「将来都市像１ 豊かで活力に満ちたまち」の「政策２ 農林水産業の振興」の

施策において、前計画の「豊かな農山村の形成」を発展させ、「農山村地域の活性

化と森林整備の促進」としました。 

   (ｲ) 「将来都市像１ 豊かで活力に満ちたまち」の政策において、「交流人口の拡大

と移住促進」に「関係人口の創出」という視点を加えるとともに、その施策として

「関係人口の創出・拡大」を追加しました。 

   

  イ 総合計画推進のために 

   (ｱ) 行政の各分野においてＩＣＴやＡＩをはじめとしたデジタル技術を積極的に活

用し、行政手続きの簡素化や行政運営の効率化などを進めるため、計画推進にあ

たっての視点として「行政のデジタル化の推進」を追加しました。 
(ｲ) 市民がまちへの愛着や誇りを感じ、このまちをより良くするために関わる当事

者意識の醸成を図るため、計画推進にあたっての視点として「シビックプライドの

醸成」を追加しました。 

     

ウ 創生戦略 

(ｱ) ＩＣＴやＡＩをはじめとした先端技術を活用しながら、地域産業の振興を図る

とともに、雇用に限らず、起業や事業承継、就農を含めた「しごとづくり」の促進

を図るため、前計画の「戦略１ 地域産業の振興と雇用の創出」を「先端技術を活

用した地域産業の振興としごとづくり」としました。 

(ｲ) 「戦略１ 先端技術を活用した地域産業の振興としごとづくり」において、社会

のあり方の変化に対応しつつ、地域の活性化につなげるほか、今後のまちづくりの

モデルとして、民間との協働により、先端技術を活用し、観光、スポーツ、環境、

防災などと一体的に展開することで、人口減少・少子高齢化に伴う地域の課題解決

につなげるため、新たな重点プログラムとして「先端技術を活用した地域の活性

化」を追加しました。 

(ｳ) 「戦略２ 芸術文化・スポーツ・観光による都市の魅力向上」において、前計画

の重点プログラムⅠ「芸術文化によるまちおこし」を発展させ、「芸術文化の香り

高いまちづくり」とするとともに、特に中心市街地では、芸術文化ゾーン※の形成

を進めることなどにより、さらなる活性化を目指すため、プログラム名を「芸術文
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の香り高いまちづくりと中心市街地活性化」としました。 

(ｴ) 世界的な環境問題への取組の重要性を踏まえ、持続可能な未来に向けた取組を

推進するため、前計画の「戦略３ 豊かな自然をいかした環境立市の確立」を「未

来につなぐ環境立市あきたの推進」としました。 

   (ｵ) 「戦略５ いきいきと暮らせる健康長寿社会づくり」において、大都市からの移

住希望者の増なども見据え、若者から高齢者まで幅広い世代の将来にわたる移動

手段の確保を図るため、前計画の重点プログラムⅣ「高齢者の移動手段の確保」

を拡充し、「将来にわたり持続可能な公共交通の実現」としました。 

 

 

４ 計画策定の背景 

  計画策定の背景となる人口動向や財政状況などの分析を行いました。 

 (1) 本市の人口動向と推計人口等 

  ア 人口動向について 

      本市の人口は、戦後、周辺町村との合併を経て人口が急増し、高度経済成長期以

降も一貫して増加を続けましたが、２００３（平成１５）年には減少に転じていま

す。２００５（平成１７）年には河辺町・雄和町と合併して３３万人に達しました

が、その後も減少が続き、現在は約３０万５千人となっています。 

     社会動態については、１９８０年代後半のいわゆるバブル経済期などを除き、転

入超過（社会増）の傾向が続いてきましたが、２００２（平成１４）年以降は、東

日本大震災後の一時的な転入超過を除き、転出超過（社会減）の傾向が続いていま

す。 

      近年の人口移動の状況をみると、秋田県内からの転入と東京圏への転出が相当部

分を占め、年齢階級別では、転出超過数に占める「１５～１９歳」および「２０～

２４歳」の割合が高くなっており、高校・大学等を卒業後、東京圏に進学・就職す

る者が多いことが特徴となっています。 

    自然動態については、出生率低下等の影響で、１９７０年代以降一貫して出生数

が減り続けましたが、２００４（平成１６）年までは平均余命の延びを背景に死亡

数がそれほど増えず、自然増となっていたものの、２００５（平成１７）年以降は、

死亡数が出生数を上回る自然減となっており、年々その傾向が強まっています。 

     このように、若者を中心とした県外への転出超過（社会減）と、出生数の減少・

死亡数の増加（自然減）が相まって進むことが、本市の人口減少の要因となってい

ると考えられます。 
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【本市人口の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※合併前の旧河辺町および旧雄和町を含んだ場合、人口のピークは 2002（平成 14）年の 337,246 人であり、 

この年以降、人口が減少していることになる。 

秋田市情報統計課による推計人口、社人研「日本の地域別将来推計人口」 

  

【出生・死亡数、転入・転出数の推移】 

 

出生数、死亡数、転入数、転出数は、秋田市市民課の資料に基づき、情報統計課が集計
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【総人口の推移に与えてきた自然増減と社会増減の影響】 

 

 

  イ 推計人口と目指すべき将来人口について 

   (ｱ) 推計人口 

本市の人口は、死亡数が出生数を上回る自然減の傾向が年々強まっていることに 

加え、高校や大学等の卒業に伴う転出が顕著であるなど、社会減の傾向も続いてい 

ます。 

      このような状況が続いた場合、国立社会保障・人口問題研究所によると、 

２０１５（平成２７）年の人口約３１万５千人が、２０４０（令和２２）年には約 

２４万５千人まで減少すると推計されています。 

   (ｲ) 目指すべき将来人口 

       この約２４万５千人という人口は、１９７０年代前半と同規模ですが、人口構造 

の面からみると、年少・生産年齢人口の減少と老年人口の増加により、老年人口割 

合が約４４％に達すると予想され、約６％だった当時と大きく異なる問題を抱えて 

います。 

     こうした状況に今すぐ歯止めをかけることは困難ですが、本市の経済や医療・介 

護、地域コミュニティなどに与える影響等をしっかりと検証した上で、元気な秋田 

市を次の世代に引き継いでいくために、この問題に正面から取り組む必要がありま 

す。 

     人口減少対策に取り組むことにより、本市では、国の長期ビジョンにおける合 

計特殊出生率の仮定を勘案し、２０３０（令和１２）年に国民の希望出生率 

１．８程度、２０４０（令和２２）年に人口置換水準２．０７を達成するととも 

に、２０２０（令和２）年から２０３５（令和１７）年にかけて、純移動率を５ 

年ごとに概ね１／２ずつ縮小させた、２０４０（令和２２）年の約２６万人を本 

市の目指すべき将来人口とするものです。 
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【推計人口と目指すべき将来人口】 

 
 

(2) 財政状況 

今後の本市の財政状況は、歳入全体が減少傾向にある中、扶助費※が増加傾向にある

ことなどにより、収支不足が生じることが予想されますが、最重要課題である人口減少

対策や地方創生に取り組む必要があるため、歳入規模に見合った持続可能な歳出構造

を堅持していくことが課題となっています。 

   現段階では、新型コロナウイルス感染症の影響等により、国の予算や地方財政対策

の動向等、不確定な要素が多いことから、令和３年度以降の財政状況については、毎

年度の推進計画において詳細を示していきます。 

 

ア 歳入・歳出 

歳入は、新型コロナウイルス感染症の影響により、根幹をなす市税では、企業収 

益の減による市民税の減少や評価替え等による固定資産税の減少等が見込まれるほ 

か、人口減少等により地方交付税の減少も見込まれ、歳入規模は縮小していくもの 

と見通しています。 

    歳出は、あきた芸術劇場整備などにより、令和３年度までは他の年度と比べ高い

水準となることが見込まれます。その後は、扶助費※が増加傾向にあるものの、公

債費※は横ばいで推移するほか、人件費が減少することなどにより、歳出規模も縮

小していくものと見通しています。 

総じて、今後も収支不足が生じることから、主要２基金※からの繰入金で補てん 

   する必要があると見込んでいます。 
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【歳入・歳出等の推移】 

 

 

イ 市債※残高 

市債※残高は、減少傾向で推移していましたが、あきた芸術劇場整備の本格化や令 

和３年度の臨時財政対策債※の増加などにより、一時的に増加すると推計しています。

市債※は、世代間負担の公平性の観点から公共事業などの財源として活用しています

が、事業の年度間調整や発行の抑制などの取組が必要となっています。 

 

【市債※、公債費※等の見込み】 

            (単位：千円) 

    

平成２９年度 
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(決算額) 

令和元年度 

(決算額) 

令和２年度 

(当初予算額) 

令和３年度 

（見通し） 

市債発行額 11,753,900 10,968,400 11,387,600 14,333,900 15,895,200 

公債費（元金償還額） 12,670,809 12,868,003 13,073,756 12,815,852 12,451,476 

年度末市債残高 138,224,299 136,324,696 134,638,540 136,156,588 139,600,312 

 

 

５ 計画の期間と構成 

 (1) 計画の期間 

   本計画は、令和３年度から７年度までの５年間を計画期間とします。 

 (2) 計画の構成 

   本計画は、「基本構想」と「推進計画」の２部構成としています。 

   「基本構想」は、本市の総合的かつ計画的な行政経営を図るため、５年間の計画期

間を通した目指す姿とそれを実現するための基本的な考え方を示すものであり、「基
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本構想の意義」「基本理念」「将来都市像」「総合計画推進のために」および「創生戦

略」で構成されます。 

   「推進計画」は、基本構想で定めた基本理念を踏まえ、計画期間内の具体的な取組

を示すものであり、「推進計画の意義」「計画実施にあたっての取組」「将来都市像

別推進計画」「創生戦略別推進計画」「財政推計」および「地域別整備方針」で構成さ

れます。 
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第１ 基本構想の意義

１ 基本構想の位置付け

基本構想は、本市の総合的かつ計画的な行政経営を図るため、５年間の計画期

間を通した目標とそれを実現するための基本的な考え方を示すものです。

２ 基本構想の構成

基本構想は 「基本理念 「将来都市像 「総合計画推進のために」および「創、 」 」

生戦略」で構成されます。

(1) 基本理念

本計画の計画期間最終年度である令和７年度における本市の目指すべき姿を

設定したものです。

(2) 将来都市像

基本理念のもとに目指す大局的な方向性として設定したものです。

将来都市像ごとに「政策」および「施策」に細分化し、体系図を示していま

す。

(3) 総合計画推進のために

組織機構・市民サービス向上などの行政経営分野における取組や、基本構想

および推進計画の実施にあたって、本市が意識していくべき視点を設定したも

のです。

(4) 創生戦略

人口減少問題を正面から受けとめ 「秋田市を元気にすること」｢元気な秋田、

市を次の世代に引き継ぐこと」を目指し、将来都市像別の体系にとらわれずに、

必要な分野において一体的かつ集中的に経営資源を投入して取り組むため、設

定したものです。
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総合計画の体系

基本理念 本市の目指すべき姿・まちづくりの理念

将来都市像 基本理念のもとに目指す大局的な方向性

政策 将来都市像実現に向けた政策

施策 政策に基づく取組の方向性

推進計画 取組・事業 施策達成のための個別の事務事業（予算事業）

基本構想

推進計画

基本構想

将来都市像

政 策

基本理念

施 策

取組・事業

総合計画

創生戦略

重点プログラム

創生戦略事業

ねらい・取組

総合計画推進のために

（計画推進にあたっての視

点）
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第２ 基本理念

人口減少・少子高齢化が進行する中、地域の活力を維持し、本県全体を牽引する

県都としての役割を果たしていくためには、人口減少問題を正面から受けとめ、次

の世代に引き継ぐことができる元気な秋田市づくりを進めていかなければなりませ

ん。

秋田市を元気にし、次の世代に引き継ぐ原動力となるのは、間違いなく人そのも

のであり、市民一人ひとりが輝くためにも、それぞれの能力や個性を発揮しながら、

自らの可能性を追い求めていける社会が求められています。

○年齢や性別を問わず、自分らしくいきいきと輝いている「人」

○にぎわいにあふれ、多彩な魅力に満ちている「まち」

○四季の移り変わりのように彩り豊かで、心うるおう「くらし」

市と市民が協力しあいながら、そのような人・まち・くらしの実現を目指してい

くこととし、本市の基本理念を次のように定めます。

ともにつくり ともに生きる

人・まち・くらし

～ 元気と豊かさを次世代に 人口減少を乗り越えて ～

また、国立社会保障・人口問題研究所によると、本市の人口は、２０４０（令和

２２）年に約２４万５千人まで減少する一方、６５歳以上の人口割合は約４４％に

達すると推計されています。

こうした状況から、人口減少対策を市政の最重要課題と位置付け、人口減少の抑

制はもちろん、人口減少下にあっても持続可能な社会の実現に取り組み、元気な秋

田市と暮らしの豊かさを次世代に引き継いでいくため、基本理念の副題として、新

たに「元気と豊かさを次世代に 人口減少を乗り越えて」を掲げます。

本市では、まち・ひと・しごと創生法（平成２６年法律第１３６号）に基づき、

人口の現状を分析し、人口減少が本市に何をもたらすのかなどを明らかにした上で、

目指すべき将来の方向と人口の将来展望を示す「秋田市人口ビジョン」と、これに

基づき政策目標や具体的施策等を定める「秋田市まち・ひと・しごと創生総合戦

略」を策定しています。

本市の人口減少対策については、これら総合戦略等を通じて、子育ての希望をか

なえられる環境づくり、新しいしごとづくりや雇用の質の向上、地域資源を活用し

た人をひきつけるまちづくり、誰もが安心して暮らせる健康長寿社会づくり、暮ら

し・産業・自然が調和したコンパクトシティ の形成などに取り組んでいくもので※

す。
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第３ 将来都市像

基本理念のもとに目指す大局的な方向性として、次の５つの将来都市像を設定し、

将来都市像ごとの政策および施策について、体系として表します。

１ 豊かで活力に満ちたまち

２ 緑あふれる環境を備えた快適なまち

３ 健康で安全安心に暮らせるまち

４ 家族と地域が支えあう元気なまち

５ 人と文化をはぐくむ誇れるまち

将来都市像別施策体系

将来都市像 政策 施策

１豊かで活力に満ちたまち － １商工業の振興 － ①企業立地・事業拡大の推進

－ ②企業の活性化の推進

－ ③雇用の拡大と質の向上

－ ④貿易と物流の拡大

－ ２農林水産業の振興 －
①農林水産業経営の確立と食料
の安定供給

－
②戦略的で多様なアグリビジネ
スの促進

－
③農山村地域の活性化と森林整
備の促進

－
３交流人口の拡大と関係人口の
創出、移住促進

－ ①観光振興の推進

－ ②にぎわいの創出

－ ③関係人口の創出・拡大

－ ④移住の促進

２緑あふれる環境を備えた快
適なまち

－ １環境との調和 － ①環境保全の推進

－ ②循環型社会の推進

－ ③地球温暖化への対応

－ ２都市基盤の確立 － ①秩序ある都市環境の形成

－ ②住宅環境の整備

－ ③上下水道サービスの提供

－ ④道路整備の推進

－ ⑤交通機能の充実

－ ⑥情報通信環境の利活用
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３健康で安全安心に暮らせる
まち

－ １安全な生活の実現 － ①危機管理体制の確立

－ ②雪に強いまちの確立

－ ③防犯・交通安全体制の確立

－ ２安心して暮らせる毎日の実現 －
①健全な消費・生活衛生環境の
確保

－ ②食育の推進

－ ③保健・医療体制の充実

－ ④消防・救急体制の充実

－ ⑤社会保障制度の確保

４家族と地域が支えあう元気
なまち

－ １家族や地域を支える絆づくり － ①家族・地域の絆づくりの推進

－ ②男女共生社会の確立

－ ２地域福祉の充実 － ①地域福祉の推進

－ ②障がい者福祉の充実

－ ③高齢者福祉の充実

－ ３次代を担う子どもの育成 － ①子ども・子育て環境の充実

－ ②若い世代の育成支援

－ ４市民の主体的な活動の推進 － ①市民による地域づくりの推進

－ ②市民活動の促進

５人と文化をはぐくむ誇れる
まち

－ １文化の創造 － ①文化財の保存と活用

－ ②市民文化の振興

－ ③生涯スポーツの推進

－ ④国際交流の推進

－ ２教育の充実 － ①社会教育の充実

－ ②学校教育の充実

－ ③高等教育の充実
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将来都市像１ 豊かで活力に満ちたまち

産業振興により地域経済を活性化し、雇用とにぎわいを創出することにより都市とし

ての求心力を高め、多様な交流や連携を構築し、県都として周辺圏域の発展を牽引する

「豊かで活力に満ちたまち」を目指します。

政策１ 商工業の振興

○工業

【現状と課題】

設備投資需要やＩｏＴ 化の進展等による需要の高まりに伴い、近年、国内の製※

造品出荷額は増加傾向にありましたが、新型コロナウイルス感染症の影響に伴う需

要の急減と生産活動の停止、サプライチェーン の寸断等により、日本経済は戦後※

最大の景気後退に陥りました。その後徐々に回復に転じましたが、同感染症拡大以

前の状況には戻っていません。

本市においても、電子部品・デバイス や食料品部門が牽引し、近年の出荷額は※

増加傾向にありましたが、同感染症により大幅に業況が悪化し、その影響の長期化

が懸念されています。

【取組の方向】

企業のニーズに応じて、融資あっせん制度や工場等の新増設に対する補助制度を

柔軟に見直すとともに、資金繰りへの支援などにより、地元企業等の事業継続や雇

用の維持を図ります。

また、生産性向上に向けた設備導入や産学官連携による付加価値の高い製品創出

を促進するとともに、企業経営の専門家等による相談体制の充実を図り、経営基盤

の強化を支援するほか、既存誘致企業やその本社・親会社を定期的に訪問し、企業

ニーズを把握するとともに、設備投資など、事業の拡大を働きかけていきます。

○企業誘致

【現状と課題】

米中貿易摩擦や消費税率引上げ等により企業業績が減速傾向にあった中、新型コ

ロナウイルス感染症の影響により多くの業種で企業活動が停滞しており、企業の事

業環境は厳しい状況が続くと見込まれます。

国内の設備投資については、今後抑制傾向が続くことが想定される中、サプライ

チェーン の改革やデジタルトランスフォーメーション の推進、テレワーク の普※ ※ ※

及・定着に対応した環境整備の促進など、感染症収束後を見据えて国内産業の回

復・再生を図ることが求められています。

本市においても、既存誘致企業を中心に、大型の設備投資や雇用拡大の動きは慎

重なものとなっており、市外企業の新規立地については、企業収益の悪化に加え、

自治体間競争などを背景に、厳しい状況にあります。
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【取組の方向】

加速している生産拠点の国内回帰やサプライチェーン の再構築、本社機能・開※

発部門等の地方分散化の動きを捉え、新規立地や事業拡大に向けた取組を推進しま

す。

製造業では、本市が重点的に集積を進めてきた電子部品・デバイス 、輸送機関※

連や医薬・医療機器関連等を中心に、生産開発拠点の新増設等を促進するとともに、

若い世代の活躍が期待されるＩＣＴ関連では、先進性・成長性の高い企業の新規誘

致や、ニアショア 業務等を行う誘致企業と市内企業の協業を促進し、本市のＩＣ※

Ｔ産業の集積を図ります。

また、首都圏企業等における事業継続計画等のリスク対策や、テレワーク 、ワ※

ーケーション 等の新しい働き方に対応した地方分散化のニーズを踏まえ、各種優※

遇制度の拡充を図りながら、県と連携し、企業誘致活動を積極的に進めます。

○商業・サービス業

【現状と課題】

消費税率引上げによる消費の落ち込みに加え、新型コロナウイルス感染症の影響

によるインターネット通信販売の拡大や「新しい生活様式」への対応等により、消

費動向が大きく変化する中、本市の商業・サービス業を取り巻く環境は、これまで

にない厳しい状況に置かれています。

特に、商店街においては、商店主の高齢化や後継者不足、大型店や郊外店の展開

などもあり、商店数や商品販売額の減少が進んでいます。また、国等が推進するキ

ャッシュレス化や観光需要の取り込みなどにより、商店街を活性化させるため、Ｉ

ＣＴ化への取組を促進することが課題となっています。

中心市街地 では、融資あっせんや補助制度により、空き店舗や空きテナントへ※

の出店が促されたことで商業集積に一定の効果が見られましたが、あきた芸術劇場

のオープンなど秋田駅周辺の新たな動きを見据え、さらなるにぎわい創出が求めら

れています。

【取組の方向】

商圏の変化に加え、ＩＣＴの進歩に伴い事業形態が大きく変容している中で、今

後の商店街のあり方を検証し、従来からの補助や金融支援に加え、観光需要に対応

した商店街のＩＣＴ化や、空き店舗への出店に対し支援を行います。

また、商工団体や金融機関と連携しながら、補助制度やファンドの活用により、

円滑な事業承継を支援します。

中心市街地 においては、引き続き融資あっせんや補助制度により、空き店舗・※

空きテナントの活用に努め、県都としてのさらなるにぎわい創出を目指します。

○中小企業経営

【現状と課題】

本市企業の９９％を占める中小企業や、そのうち約８割の小規模事業者は、地域
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経済を支える重要な役割を担っていますが、人口減少等の進行による国内市場の縮

小、グローバル化の進展による競争の激化等により、これらの事業者を取り巻く環

境は厳しさを増しています。

特に、財務基盤が脆弱な小規模事業者を中心に、事業主の高齢化や後継者不足等

の課題を抱えており、今後、廃業の増加が懸念される状況となっています。

そのため、従業員や第三者による事業承継に加え、新たな創業者の掘り起こしや

起業後のフォローアップなども視野に入れた創業支援により、後継者や創業を目指

す人材の確保・育成が急務となっています。

【取組の方向】

本市の強みや特色などをいかしつつ、成長産業への進出や新事業の展開、新商品

の開発、販路拡大などに積極的に取り組む中小企業等に対し、融資あっせん制度や

相談体制の充実等により、事業発展や経営基盤強化を支援します。

また、中小企業が持つ技術とサービスの喪失を防ぐとともに、雇用を維持するた

め、関係機関と連携しながら事業承継の円滑化を促進します。

さらに、創業機運の醸成や起業家の育成・支援等により創業を促進するとともに、

事業拡大に向けた支援などにより、新事業の創出促進を図ります。

○雇用

【現状と課題】

少子高齢化や若年者の転出、産業の基盤となる熟練技術者の後継者不足など、労

働力人口の減少が続く中、引き続き、人口減少社会に対応した労働力の確保が課題

となっています。

また、令和２年３月卒の県内高校生・大学生等の県内就職割合は、高校生が１５

年ぶりに７０％を超えたものの、大学生は３４％にとどまっており、地元定着を一

層促進する必要があります。

近年の緩やかな景気回復を受けて、ハローワーク秋田管内の有効求人倍率や新規

学卒者の就職内定率は高い水準で推移してきましたが、新型コロナウイルス感染症

の影響による経済活動の縮小が、求人数の減少や離職者の増加等に波及しているこ

とから、雇用情勢を注視しながら、それらの課題に対応していく必要があります。

【取組の方向】

同感染症に伴う雇用対策として、市内企業の事業継続や雇用の維持を支援すると

ともに、事業縮小や廃業に伴う解雇等により、離職者が増加するおそれがあること

から、離職者の再就職に向けた支援を強化します。

また、国・県との連携により、市内企業の雇用環境改善や人材の確保・育成を支

援するとともに、求職者・非正規雇用者等のキャリアアップ支援の充実を図り、安

定した雇用の拡大と質の向上に取り組みます。

さらに、若年者の地元定着を促進するため、雇用の場の確保に加えて、大学生と

市内企業とのマッチング機会の拡大や大学・商工団体と連携した取組の拡充を図る

ほか、女性の就業やキャリア形成、高齢者や障がい者の就業促進など、多様な人材
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が個々の能力を十分に発揮できる環境づくりを進めます。

○貿易

【現状と課題】

秋田港におけるコンテナ取扱量は、東日本大震災の代替需要を契機に増加し、

その後も、企業のサプライチェーン 確保への意識の高まりなどを背景に、堅※

調に推移してきました。

本市では、秋田港のさらなるコンテナ利用促進等に向け、コンテナ利用者に対す

る奨励金や海外販路開拓を図る企業への補助を行っていますが、新たな海外展開は

低調であり、他港からのコンテナ利用移転も進んでいないことから、ここ数年の外

貿コンテナ取扱量は、微増に留まっています。

また、秋田産品の海外展開においても、日本酒や米に続く特色ある地場産品

の開発や販路開拓・拡大には至っていない状況にあります。

【取組の方向】

引き続き、秋田港の港湾機能の拡充に努めるとともに、県や貿易関連団体と協力

し、コンテナ荷主奨励金の支援メニューの充実やポートセールス等により、新た

な荷主の開拓や貿易参入を試みる企業の発掘に努めます。

また、電子商取引による海外展開など、新たな手法で海外との商取引に参入する

企業に対して必要な支援策を講じるとともに、秋田産品の販路開拓や拡大を目指す

企業に対しては、国内外の見本市や商談会等への出展機会の確保を図ります。

『政策１ 商工業の振興』のもと取り組む施策

施策① 企業立地・事業拡大の推進

施策② 企業の活性化の推進

施策③ 雇用の拡大と質の向上

施策④ 貿易と物流の拡大
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政策２ 農林水産業の振興

○生産振興

【現状と課題】

農林水産業は、人口減少を背景とした労働力の減少や従事者の高齢化が進んでお

り、担い手不足が深刻化しています。

こうした中、農業においては、新規就農者数や農業法人数が増加傾向にあるなど、

明るい兆しが見られる一方、高齢化等により離農者も増加しており、地域農業を支

える意欲ある経営体の育成・確保が急務となっています。

また、主食用米の生産調整の廃止をはじめとする米政策の見直しや、環太平洋パ

ートナーシップ協定（ＴＰＰ１１）等の発効による産地間競争の激化など、農業を

めぐる情勢が大きく変化する中で、農業経営は厳しい状況に直面していることから、

生産性の向上や園芸作物等との複合化、生産施設および農業基盤の整備をさらに推

進していく必要があります。

林業においては、木材市況の低迷に加え、新型コロナウイルス感染症の影響によ

り生産活動が停滞する中で、適時適切な伐採、造林、保育等の施業の実施により、

林業の成長産業化と森林資源の適切な管理を両立していくことが重要となっていま

す。

【取組の方向】

消費市場や人材資源など都市部と隣接する立地条件をいかし、意欲ある多様な担

い手の育成や複合型生産構造への転換を推進するとともに、大規模乾燥調製施設等

の設置、大区画ほ場や大規模園芸拠点の整備を促進するほか、ＩＣＴ等先端技術の

活用などにより、健全で持続的に発展する農林水産業の確立と安全で安心な食料の

安定供給を目指します。

また、林業の持続的発展および森林の持つ多面的機能の発揮に向け、森林環境譲

与税も活用し、計画的な森林整備を推進するとともに、林業経営の効率化と森林管

理の適正化を一体的に促進します。

○販売促進

【現状と課題】

農林水産物の需要低迷や販売価格の変動による農林漁業者の所得の減少など、わ

が国の農林漁業を取り巻く厳しい環境に対応するため、新たな付加価値を生み出す

６次産業化の推進が求められています。

本市においては、６次産業化に取り組む事業者への積極的な支援により、実践者

数が増加するなど一定の成果を上げていますが、経営規模の小さい事業者が多いほ

か、販路確保や商品開発などに課題を抱えている事業者もおり、それぞれの実情に

合わせたきめ細かな支援を継続していく必要があります。

また、本市は、園芸作物や果樹、畜産など、多様な作物等の生産地となっていま

すが、首都圏をはじめとする消費地の市場では産地間競争が激しく、ブランドが確
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立されていない地域の産品は厳しい価格競争にさらされています。

そのため、本市農産品全体の価値の向上を図るとともに、確実にその価値を認識

してもらうため、積極的な情報発信等の取組を包括的・戦略的に展開していくこと

が必要となっています。

【取組の方向】

農林漁業者の所得向上と地域の雇用拡大を図るため、６次産業化に向けた設備投

資や商品開発、販路拡大などを支援するとともに、人材育成や、マッチング支援に

よる農商工連携の促進など、６次産業化を総合的に推進し、アグリビジネス の活※

性化につなげます。

また、本市農産品等の魅力と知名度を高め、さらなる販売促進を図るため、事業

者による展示会等への出展を支援するとともに、ＪＡや周辺自治体と連携し、首都

圏等におけるプロモーション活動や情報の発信によるＰＲを行うほか、地元有望産

品の商品開発や需要拡大に取り組み、ブランド力の向上に努めます。

○農山村

【現状と課題】

農業生産基盤や道路、上下水道などの生活基盤の整備は進んでいますが、地域に

おける農林業の担い手不足や住民の高齢化の急速な進行に伴い、農用地、水路、農

道等の保全管理が困難になるとともに、生産活動や集落機能の低下が懸念されてい

ます。

また、近年多発している局地的集中豪雨などにより、農林業施設の被災の頻度が

増していることを踏まえ、山地災害の防止機能を有する森林の保全とともに、治山

施設の整備を促進する必要があります。

一方、地方への回帰意識の高まりや新型コロナウイルス感染症の影響によるライ

フスタイルの変化により、首都圏等からの人の流れが増加することが予想されてお

り、農山村地域にある多様な地域資源を有効活用した人を呼び込むための取組が求

められています。

【取組の方向】

自然環境に配慮した農業生産基盤や生活基盤の整備を進めるとともに、農山村の

持つ多面的機能の発揮に向けた取組への支援や農地集積等により、農業生産性の向

上や生活環境の改善、集落機能の維持等を図るほか、老朽化した農業用ため池や治

山施設の整備を促進し、人的被害や農地・山地被害の防止に努めます。

また、魅力ある体験プログラム等を通じて都市農村交流を促進するとともに、民

間活力をいかしながら、農山村資源や自然環境を有効活用した新たなビジネスの創

出、周辺環境整備などの取組を進め、働き方や余暇活動に関する多様なニーズを取

り込むことにより関係人口を創出するなど、農山村地域の活性化を図ります。
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『政策２ 農林水産業の振興』のもと取り組む施策

施策① 農林水産業経営の確立と食料の安定供給

施策② 戦略的で多様なアグリビジネス の促進※

施策③ 農山村地域の活性化と森林整備の推進
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政策３ 交流人口の拡大と関係人口の創出、移住促進

○観光

【現状と課題】

観光客の志向は、大都市から地方、団体旅行から個人旅行、買物から体験型重視

へ移行し、スマートフォンなどを活用した旅行スタイルへと変化してきています。

こうした中、観光客の需要を的確に捉えながら、引き続き、観光体験メニューの

充実、二次交通網や多言語表記の整備、ＩＣＴの利活用など、魅力ある観光コンテ

ンツの提供と受入体制の強化を図っていく必要があります。

また、新型コロナウイルス感染症の影響により、観光客やコンベンションは大幅

に減少し、関連する事業者は深刻な状況にあります。国内外における感染症の状況

を十分に見極めつつ、収束後の早期回復に向けた取組と体制づくりを行う必要があ

ります。

【取組の方向】

同感染症の状況を見極めつつ、観光客の需要を的確に捉え、県や民間団体と連携

した取組を強化し、竿燈まつりなど魅力ある地域資源をいかしながら、クルーズ船

誘致やインバウンド誘客、観光プロモーション、コンベンション誘致などを積極的

に展開します。

加えて、同感染症の影響により落ち込んだ観光需要の回復にいち早く取り組むた

め、国や地域ごとの感染収束を見極めながら 「新しい生活様式」のもとでの観光、

客の受入体制の整備に努めます。

○まちのにぎわい

【現状と課題】

にぎわいの核となる中心市街地 では、歩行者通行量は減少傾向にあるものの、※

民間による各種施設の整備の進展のほか、長年にわたり下落が続いていた秋田駅西

口商業地の地価が２年連続で上昇するなど、明るい兆しも見えてきており、さらな

る活力の再生に向けて行政、地域、事業者が積極的ににぎわいの創出に取り組む必

要があります。

クルーズ船誘致やインバウンド誘客、年間を通じたイベントの実施などによる中

心市街地 のにぎわい創出、地域資源である３つのトップスポーツクラブをいかし※

たにぎわい創出などに取り組んできましたが、新型コロナウイルス感染症の影響に

より、各種イベントの開催は大きな制約を受けているほか、人々の行動の変容が求

められるなど、今後のにぎわいの回復に向けた見通しが厳しい状況にあります。

【取組の方向】

中心市街地 は本市をイメージする“顔”であり、コンパクトシティ の核として※ ※

高次都市機能の集積を図りながら、中央街区をはじめ、旭川をはさんだ大町、保戸

野通町、川反地区を一体的な区域として、住み、集い、買物や公共施設の利用、散
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策など、市民や訪問者が愛着を持てる多機能空間として活性化を図るとともに、に

ぎわいの創出に努めます。

また、同感染症の影響により人々の移動や接触が制限されている中にあっても、

収束後に多くの人々を呼び込むことができるよう、本市ならではの魅力の磨き上げ

、 。と情報発信 「新しい生活様式」のもとでの安全安心な受入環境の整備に努めます

さらに、芸術文化ゾーン や千秋公園などの中心市街地 の一体的なにぎわいの創※ ※

出を進めます。

クルーズ船の寄港は、インバウンド誘客や交流人口の拡大に加え、経済波及効果

が見込まれることから、引き続き誘致に向けた取組を進めます。

また、地元のトップスポーツクラブを応援することで、市民の連帯意識や地域に

対する愛着を深めるとともに、スポーツの力をまちづくりにいかすため、スポーツ

施設の充実・活用に努めます。

○関係人口の創出・拡大

【現状と課題】

人口減少・少子高齢化の進行により、市の周辺部を中心に、地域づくりの担い手

となる人材が不足し、伝統文化の継承や伝統行事の継続、コミュニティの維持など

が困難となることが懸念されます。

一方で、全国的には、地方に残された自然や様々な習俗に関心を持ち、自発的に

地域のにぎわいづくりに貢献したいという若者を中心とした大都市から地方への新

しい人の流れが生じていることに加え、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、

東京一極集中や大都市の過密さがリスクや弱点として広く認識され、都市住民の地

方への関心が高まっています。

こうした関心層を地域の担い手として確保することは、その地域の担い手として

活躍することにとどまらず、地域住民との交流が新たな発見や価値を生み、地域経

済の発展につながることが期待できます。

また、地域への関心や地域との関わりを深める中で築いた関係が、地方移住を決

めるきっかけとなることが多く、移住の裾野拡大の観点からも、継続的に本市の住

民や地域と多様な形で関わる「関係人口」の創出・拡大を図る取組を進める必要が

あります。

【取組の方向】

本市とつながりのある方はもとより、ゆかりのない方にも、本市の認知度を高め

関心を持ってもらうための事業に取り組みながら、本市の豊かな自然や文化、教育

環境などを活用した体験活動等の機会を提供し、本市と多様な形でつながりを持つ

市外居住者の増加を目指します。

○移住の促進

【現状と課題】

移住・定住促進の取組により、本市への移住者数は年々増加しているものの、依
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然として、高校、大学等の卒業に伴う進学・就職による転出が社会減の大きな要因

となっており、若者の地元定着やふるさと回帰が課題となっています。

一方、足下では、新型コロナウイルス感染症の拡大により、東京一極集中や大都

市の過密さがリスクや弱点として広く認識され、東京圏の若い世代を中心に、都市

住民の地方移住への関心が高まっており、県外からの移住を増やす取組を加速させ

る必要があります。

また、移住希望者を呼び込み、受け入れるためには、自らの住む地域に誇りや愛

着を持った市民を増やすことが重要です。

【取組の方向】

都市の便利さと豊かな自然がほどよく調和したまちという本市の魅力を市内外へ

戦略的にＰＲするとともに、その良さを実際に体験してもらうための取組を強化し

ます。また、進学、就職等で転出した本市出身者のＵターンや、市内の大学への進

学等をきっかけに転入した若者の定着も含め、県外からの移住者を積極的に受け入

れ、定着につなげられる環境の整備に引き続き努めます。

加えて、都市住民の意識・行動の変化に応じた施策の実施により、移住のさらな

る促進に努めます。

『政策３ 交流人口の拡大と関係人口の創出、移住促進』のもと取り組む施策

施策① 観光振興の推進

施策② にぎわいの創出

施策③ 関係人口の創出・拡大

施策④ 移住の促進
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将来都市像２ 緑あふれる環境を備えた快適なまち

利便性の高い都市基盤を整備しながら、本市の住みよい環境を保全し次世代へ継承す

ることができるコンパクトシティ を形成し、いつの時代においても 「緑あふれる環境※ 、

を備えた快適なまち」を目指します。

政策１ 環境との調和

○環境保全

【現状と課題】

本市は、先人から受け継いだ豊かな自然と伝統にはぐくまれた歴史的・文化的環

境が調和した美しいまちとして、秋田らしい恵み豊かな環境が保たれています。

一方で、世界や国内に目を向けると、大量消費による資源の枯渇、野生生物の生

息・成育環境の悪化、日常生活に起因する環境への負荷や廃棄物問題など、環境に

関する問題は多様かつ複雑化し、本市への影響も懸念されます。

【取組の方向】

本市の恵まれた自然を次の世代に引き継ぐため、私たち一人ひとりがこれまでの

ライフスタイルを見直すとともに、市民、事業者、市が情報を共有し、協働で環境

の保全および創造に関する様々な取組を進めます。

※○循環型社会

【現状と課題】

本市を含む社会全体において、廃棄物処理に係る環境負荷、最終処分場の確保、

処理経費の増大、処理過程で環境汚染が発生する危険性への対応、不法投棄による

環境悪化といった課題が数多く残されています。

こうした課題に対応していくためには、大量生産、大量消費、大量廃棄型の社会

から脱却し、天然資源の消費が抑制され、環境への負荷が低減される社会、すなわ

ち「循環型社会 」の早急な構築が必要になっています。※

とりわけ、大量の食品ロスやプラスチックごみによる海洋汚染は、地球規模での

問題となっており、これらの発生抑制が喫緊の課題となっています。

【取組の方向】

市民や事業者の協力のもと、循環型社会形成推進基本法における廃棄物の発生抑

制（リデュース 、使用済み製品等の再使用（リユース）に優先的に取り組み、そ）

の上で、排出される廃棄物については、徹底した再生利用（リサイクル）を図り、

持続可能な循環型社会 の構築を目指します。※

○地球温暖化

【現状と課題】

人類の活動により大量に排出される二酸化炭素等の温室効果ガス が原因とされ※
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る地球温暖化は、地球規模の気候変動をもたらし、地球の生態系へ重大な影響が生

じていることから、国および国際レベルで防止策や対応策が進められています。本

市も、秋田市役所環境配慮行動計画および秋田市地球温暖化対策実行計画に基づき、

市民、事業者と一体となって、地球温暖化対策に取り組んでいく必要があります。

【取組の方向】

政府による「２０５０年までに温室効果ガス の排出を全体としてゼロにする脱※

炭素社会の実現を目指す」との宣言を受け、本市においても、家庭や事業所におけ

る再生可能エネルギー や省エネルギー設備の導入などにより、脱炭素型のまちづ※

くりを促進するほか、使い捨て製品の抑制による廃棄物の削減やエコドライブ、エ

コオフィスの取組など、環境に優しいライフスタイルやワークスタイルの推進に努

めます。

『政策１ 環境との調和』のもと取り組む施策

施策① 環境保全の推進

施策② 循環型社会 の推進※

施策③ 地球温暖化への対応
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政策２ 都市基盤の確立

○市街地形成

【現状と課題】

本市は、人口減少の進行とともに、市街地の低密度化が進んでおり、この状態が

さらに進んだ場合、インフラの維持・更新費など都市経営コストの増大とともに、

一定の人口に支えられてきた医療・福祉・商業・子育て支援等の生活サービスの低

下が危惧されます。

【取組の方向】

今後の人口減少・少子高齢化を見据え、市民が将来にわたり生活に必要なサービ

スを容易に享受できるよう、市街地の拡大を抑制するとともに、これまで市街地内
※で蓄積してきた都市基盤施設や都市機能を有効活用しながら、都心・中心市街地

６つの地域中を本市の顔となる各種高次都市機能の集積を図る拠点として、また、

心 を地域特性を踏まえた生活サービスの拠点として、都市機能や居住の誘導を図※

り、持続可能なコンパクトな市街地形成を目指します。

○景観形成と都市の緑

【現状と課題】

太平山の裾野が見渡せる田園風景の美しい眺め、旭川が流れる城下町や街道の伝

統を感じさせる既存市街地、緑化され整然とした新興住宅街など、良好な景観が形

成されています。

都市の緑については、これまでの公園整備や緑化・保全活動により、一定の量を

確保してきましたが、未だ整備が進んでいない地域もあります。また、近年では、

レクリエーションの場としてだけでなく、地球温暖化対策や防災・減災など、緑が

持つ多機能性に対する期待や求められる役割が変化してきています。

【取組の方向】

豊富な自然や受け継がれてきた歴史と良好な景観資源の保全など、地域の特性を

いかした新たな「秋田らしさ」の創造に向け、市民、事業者および行政が一体とな

って魅力あふれる景観づくりに取り組み、うるおいとやすらぎを得られる景観形成

を目指します。

また、都市の緑の量の確保に向けた取組を引き続き進めるとともに、緑の多機能

性をいかし魅力を高める取組を、市民や事業者など多様な主体が関わり合いながら

進め、緑豊かで心うるおう都市環境の形成を目指します。

○住宅

【現状と課題】

住宅総数は減少傾向となっていますが、戸建て住宅の割合や持ち家率は高い状況

にあり、量的には充足している一方、人口が減少し、世帯数も減少に転じることが

見込まれる中、空き家が増加していることなどから、社会情勢の変化に対応した住
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環境の整備が求められています。

住宅のバリアフリー 化や耐震化 は徐々に進んでいますが、誰もが安全安心に暮※ ※

らせるよう、さらなる住宅の質の向上と災害等に強い住まいづくりを進める必要が

あります。また、建築物の中高層化による日照やプライバシーの問題など、近隣住

民との調整を必要とする事例も見られます。

市営住宅等については、子育て世帯や高齢者世帯などの生活環境が整った立地に

ある住宅への入居要望が多くなっています。

【取組の方向】

住宅ストック の質の向上と有効活用を促進し、まちなかへの居住誘導を推進す※

るなど、良好な住環境の形成を目指します。

また、市営住宅等については、計画的かつ効率的な更新や適切な維持管理を行う

とともに、多様なニーズに応え、誰もが安心して住み続けられる環境の確保に努め

ます。

○水道

【現状と課題】

普及率がほぼ１００％となり、市民誰もが水道を利用できる環境になっているも

のの、老朽化した施設の更新や危機管理対策などが必要となっています。

また、今後の人口減少やこれに伴う給水量の減少など、経営環境の変化への対応

が求められています。

【取組の方向】
※ ※効率的な事業経営のもと、老朽化した施設の更新や耐震化 、ダウンサイジング

などの施設規模の適正化、危機管理対策の見直しなどを進め、安全でおいしい水の

安定的な供給を目指します。

○生活排水処理

【現状と課題】

公共下水道などによる汚水処理人口普及率は９７％を超えたものの、水洗化率は

９０％と伸び率が鈍化しており、快適な生活環境の整備と公共用水域の水質保全が

課題となっています。

また、施設の老朽化や危機管理対策に加え、人口や使用料収入の減少など、経営

環境の変化への対応が求められています。

【取組の方向】

効率的な事業経営のもと、未接続世帯の水洗化の促進、老朽化した施設の更新や

長寿命化、危機管理対策の見直しなどを進め、快適な生活環境の整備と公共用水域

の水質保全を目指します。

○道路整備

【現状と課題】
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都市計画道路 など骨格道路のネットワークの構築が遅れているほか、高度経済※

成長期に集中的に整備された橋りょうなどの道路ストックの老朽化対策が急がれて

います。

【取組の方向】

市民生活と社会経済活動を支える骨格道路のネットワークの整備を引き続き推進

するとともに、道路ストックの予防保全型の維持管理を計画的に行い、安全安心な

道路の保全と長寿命化を推進します。

○交通機能

【現状と課題】

市内には秋田港や秋田空港、秋田駅、高速道路のインターチェンジがそろってお

り、これらの交通拠点により人流・物流を広域的に結んでいます。

一方、鉄道やバスなどの公共交通については、超高齢・人口減少社会における利

用者の減少により、交通事業は厳しい状況が続いていますが、市民の移動手段とし

て、一定のサービス水準を確保しながら、将来にわたって公共交通ネットワークを

維持していく必要があります。

【取組の方向】

陸・海・空の優れた広域交通機能を活用した、東北を代表する交流拠点となる求

心力の高い魅力的なまちを目指します。

また、公共交通は、地域のニーズや特性に配慮した公共交通ネットワークの再構

築やＩＣＴの活用を図るなど、市民の利便性の確保と効率性の両立を目指します。

○情報通信環境

【現状と課題】

パソコン、スマートフォン、タブレット端末などの普及に伴い、インターネット

を中心にＩＣＴが急速に進展し、快適で便利な市民生活を送る上で、その重要性が

高まっています。行政の各分野においても、デジタル技術を活用した行政手続等の

簡素化や行政運営の合理化が求められています。一方で、セキュリティの確保や情

報通信環境に格差が生じている地域や市民もいることが問題になっています。

【取組の方向】

新しいＩＣＴの導入・普及を促進し、より快適で便利な市民生活を目指すととも

に、行政の各分野においても、ＩＣＴの積極的な導入と最適化を行い、行政手続の

デジタル化を推進します。

また、セキュリティの確保に十分留意した上で、ＩＣＴの活用を図るとともに、

情報通信環境の格差縮小に努めます。
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『政策２ 都市基盤の確立』のもと取り組む施策

施策① 秩序ある都市環境の形成

施策② 住宅環境の整備

施策③ 上下水道サービスの提供

施策④ 道路整備の推進

施策⑤ 交通機能の充実

施策⑥ 情報通信技術の利活用
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将来都市像３ 健康で安全安心に暮らせるまち

生活の危険を回避できる十分な体制を整備し、市民が健やかな心身を保ちながら 「健、

康で安全安心に暮らせるまち」を目指します。

政策１ 安全な生活の実現

○災害時の危機管理

【現状と課題】

東日本大震災による地震と津波、また、近年の異常気象により、集中豪雨やこれ

に伴う土砂災害、河川の氾濫等の水害など、全国的に自然災害の被害が増加し、大

規模化・複合化する傾向にあります。また、災害発生時の避難所運営においても感

染症対策等の対応が求められています。

市民の生命や財産などを脅かす危機が増加している一方、地域の防災活動の要と

もなる自主防災組織 は、少子高齢化の進行やコミュニティ意識の希薄化などへの※

対応が必要となっています。

【取組の方向】

大規模化・複合化する災害に対応するため、行政だけでなく、関係機関をはじめ、

市民一人ひとりが、また企業などの事業者が、それぞれ自らの力で自らを災害から

守り、相互に助けあい、自助・共助の理念に基づき連携を図り、災害対応や協働に

よる避難所運営の意識の醸成、災害や危機に対して迅速に対応できる体制の整備を

進めます。

○健康危機管理

【現状と課題】

生活環境がグローバルな変化を続ける中、食中毒や感染症 など健康を脅かす健※

康危機の発生が危惧されます。

【取組の方向】

健康危機の発生時には、被害を最小限にするよう、関係機関等から情報を収集し

各種調査を実施するなど、的確な対応ができる体制を構築します。

○災害に強いまちづくり

【現状と課題】

市内には、木造住宅密集地や狭い幅員の生活道路、公園が少ない地域などがあり、

緊急時における物資輸送路や避難経路、オープンスペース の確保のほか、河川の※

氾濫対策など、都市の防災機能面で十分な水準に達していない状況が見受けられま

す。

【取組の方向】

秋田市国土強靱化地域計画に基づき、無電柱化や治水対策の推進など、防災・減
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災に対応した都市機能の充実を図り、道路、公園、河川、下水道などの都市空間が

有する多様性を活用した災害に強いまちを目指します。

○雪に強いまち

【現状と課題】

これまで道路除排雪作業の主力を担ってきた経験豊富な建設業者が減少傾向にあ

るなど、雪対策を取り巻く環境は一段と厳しくなっています。

一方、地域においては、少子高齢化の進行や社会経済情勢の変化などにより、屋

根の雪下ろしや間口除雪など雪処理の担い手不足が課題となっています。

【取組の方向】

冬期における雪対策については、市民協働の推進や高齢者支援策などの充実を図

るとともに、除排雪車両運行管理システムなどを活用した、市民への的確な情報提

供と迅速かつ効果的な除排雪体制を強化することにより、安全で円滑な道路交通が

確保された雪に強いまちを目指します。

○防犯対策

【現状と課題】

市民による見守りやパトロールなど地域の安全安心につながる活動が活発に行わ

れるようになった一方で、犯罪内容は多様化し、その手口が悪質化、巧妙化してい

ます。また、重大な犯罪につながりかねない不審者情報も多数あり、治安悪化に対

する不安が大きくなっています。

【取組の方向】

地域全体の治安を確保するため、警察、市、地域などが、各自の役割を果たしな

がら緊密に連携し、犯罪を抑止するための効果的な取組を行うことで、子どもから

高齢者まで、誰もが安心して暮らせるまちの実現を目指します。

○交通安全対策

【現状と課題】

交通安全活動の取組により、交通事故の発生件数、死傷者数ともに減少傾向にあ

るものの、発生件数に占める高齢者が起こした事故の割合が増加しています。

また、生活道路には幅員の狭い道路や見通しの悪い交差点が多く残っており、歩

行者や自転車の交通環境は厳しい状況にあります。

【取組の方向】

交通安全に対する意識啓発や交通安全運動の推進を図るとともに、道路や交通安

全施設の整備などにより、すべての道路利用者が安全で快適に利用できる道路空間

の確保を目指します。
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『政策１ 安全な生活の実現』のもと取り組む施策

施策① 危機管理体制の確立

施策② 雪に強いまちの確立

施策③ 防犯・交通安全体制の確立
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政策２ 安心して暮らせる毎日の実現

○消費・生活衛生環境

【現状と課題】

消費生活におけるサービスの多様化等に伴い、インターネット関連、悪質商法等

のトラブルや被害の内容が複雑化・多様化しています。

また、食生活を取り巻く環境の変化により、食品の安全に対する意識が高まって

いるほか、ライフスタイルや価値観の多様化に伴い、生活衛生関係施設 の衛生確※

保や動物の適正飼養 が求められています。※

【取組の方向】

トラブルの未然防止に向けた啓発活動、消費者教育の実施、相談体制の充実、適

切な監視指導などにより、消費生活の安全安心の確保や生活衛生環境の維持向上に

努めます。

※○食育

【現状と課題】

「食」は、私たちが生きていく上で欠かせないものであり、健康に暮らしていく

ための基本となるものですが、栄養の偏りや不規則な食事、地域の食文化の喪失な

どが見受けられており 「食」のあり方や地域食材の活用に対する関心が高まって、

います。

【取組の方向】

生涯にわたって健康な心と身体をつくり、豊かな人間性をはぐくんでいけるよう、

食育 の推進に取り組みます。※

○保健・医療

【現状と課題】

医学の進歩や生活環境の改善により平均寿命が伸びる中で、食生活やライフスタ

。イルの多様化とともに、喫煙や運動不足などによる生活習慣病 が増加しています※

また、がんは依然として死亡原因の第１位であり、がん対策も重要となっています。

自殺者数は減少傾向にありますが、自殺や精神障がいに対する社会の理解を深め、

こころの健康 づくりにさらに取り組んでいく必要があります。※

【取組の方向】

市民一人ひとりの健康に対する意識を高め、心身ともに健康で、元気に生活でき

る期間（健康寿命 ）を延ばすよう取り組みます。※

○火災・災害への対応

【現状と課題】

建物火災のうち住宅火災が過半を占め、放火による火災も毎年発生しています。

また、全国的に住宅火災による死者のうち約７割が６５歳以上の高齢者であり、
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これらを低減する取組が必要です。

さらに、近年は異常気象に伴う自然災害のほか、産業の多様化や都市形態の複雑

化などから、特殊災害 の発生が危惧されます。※

【取組の方向】

火災予防対策の強化と消防力の充実により、火災や災害による被害の少ない社会

を構築し、市民の安全確保に取り組みます。

○救急体制

【現状と課題】

超高齢社会を迎え、高齢者の搬送割合の上昇などを背景に、救急出動件数は増加

しています。

一方、ＡＥＤ を積極的に設置したことや救命講習修了者が延べ１７万人を超え※

たことなどにより、救命に対する市民の意識は向上しており、応急手当の実施率が

高まっています。

【取組の方向】

救急需要増大への対応、市民による応急手当が恒常的に実践される社会形成およ

びメディカルコントロール体制 の充実強化など、より迅速で質の高い救急体制の※

構築を目指します。

○社会保障制度

【現状と課題】

介護保険制度は、２０２５年には団塊の世代全員が７５歳以上の後期高齢者とな

るなど、介護保険サービスを必要とする方の増加に伴い、介護保険から給付される

費用が年々増加していくことが予想されます。

また、生活保護制度は、高齢化の進行により、単身高齢者世帯が増加し、医療扶

助費の増加が見込まれます。

さらに、国民健康保険は、被保険者の高齢化や医療の高度化により医療費が増加

しています。一方、保険税の収納率は上昇しているものの、収納額は被保険者数の

減少と所得水準が伸びていないことから年々減少しており、財政運営が厳しい状況

にあります。

【取組の方向】

適切な社会保障制度の運営により、誰もが住み慣れた地域で尊厳ある生活を送り、

安心して医療・介護のサービスを受けられる社会を目指します。
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『政策２ 安心して暮らせる毎日の実現』のもと取り組む施策

施策① 健全な消費・生活衛生環境の確保

施策② 食育 の推進※

施策③ 保健・医療体制の充実

施策④ 消防・救急体制の充実

施策⑤ 社会保障制度の確保
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将来都市像４ 家族と地域が支えあう元気なまち

家族の絆・地域の絆・人と人との絆のもと、すべての市民が主人公として尊重され、

充実した生涯を送ることができる「家族と地域が支えあう元気なまち」を目指します。

政策１ 家族や地域を支える絆づくり

○家族と地域

【現状と課題】

ライフスタイルや価値観の多様化、少子高齢化の進行などにより、家族のコミュ

ニケーションが不足したり、地域における住民同士の交流や助け合いなど、人と人

とのつながりが希薄になる傾向にあります。

【取組の方向】

支えあい助けあう相互扶助の心をはぐくみ、人と人との強い絆の大切さを、家族

から地域へ、さらには次の世代へ伝え広げていく社会の形成を目指します。

○男女共生

【現状と課題】

これまでの取組や法制度の整備により、男女共生についての意識は浸透してきて

いますが、家庭や職場、地域活動などの場において、性別役割分担に関する社会通

念や慣行の見直しについて、さらに理解を深める必要があります。

また、その人なりの特性や状況の違いに目を向け、偏見や差別をなくすための意

識の醸成が必要です。

【取組の方向】

性別だけでなく、年齢、身体状況、国籍、ＬＧＢＴＱ 等の性的マイノリティな※

どの多様性を受け入れ、認め合い、誰もがお互いの人権を尊重し、一人ひとりが個

性や能力を十分に発揮できる社会の形成を目指します。

『政策１ 家族や地域を支える絆づくり』のもと取り組む施策

施策① 家族・地域の絆づくりの推進

施策② 男女共生社会の確立
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政策２ 地域福祉の充実

○地域福祉

【現状と課題】

人口減少や少子高齢化に伴って、地域活動の担い手不足や社会的なつながりの希

薄化が進行しており、地域福祉を担う人づくりや支えあいの地域づくりなどに一層

取り組む必要があります。

【取組の方向】

地域福祉の推進のため、一体的かつ重層的な支援体制を整備するとともに、住民

が住み慣れた地域で自分らしく暮らしていけるよう、みんなで支えあいながら、地

域をともに創っていく地域共生社会を目指します。

○障がい者福祉

【現状と課題】

障がい者が自立した生活を営む上での社会的障壁の除去や、社会参加の機会の確

保が十分ではないことから、障がい者はその活動を制限され、結果的に日常生活や

社会生活において制約を受けることがあります 「秋田市障がいのある人もない人。

も共に生きるまちづくり条例」に基づき、共生社会の実現に向けて継続して取り組

んでいく必要があります。

【取組の方向】

誰もが障がいの有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重

しあいながら共生できるまちを目指します。

○高齢者福祉

【現状と課題】

本市の人口に占める６５歳以上人口の割合は３０％を超えており、ひとり暮らし

の高齢者や高齢者のみの世帯も増加傾向にあるほか、２０２５年には、いわゆる団

塊の世代全員が７５歳以上となるなど、介護および福祉サービスへのニーズはます

ます高まるものと考えられます。

また、年齢を重ねても自分らしく生きがいを持ち続けながら生活することは、健

康長寿につながることから、高齢者の豊かな経験や知識、意欲をいかした取組を進

めることが重要となっています。

【取組の方向】

高齢者が住み慣れた地域で自分らしい生活を営むことができるよう、医療・介

護・介護予防・生活支援などに関する様々な専門機関および職種が連携し、高齢者

の暮らしを包括的に支える地域包括ケアを推進します。

また、高齢者自らの生きがいづくりと社会参加を促進し、社会の支え手としての

役割を担い活躍できるエイジフレンドリーシティ（高齢者にやさしい都市）の実現

を目指します。
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『政策２ 地域福祉の充実』のもと取り組む施策

施策① 地域福祉の推進

施策② 障がい者福祉の充実

施策③ 高齢者福祉の充実
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政策３ 次代を担う子どもの育成

○子ども・子育て

【現状と課題】

少子化や核家族化の進行、地域での人と人とのつながりの希薄化、共働き家庭の

増加などにより、子どもや子育て家庭を取り巻く環境は大きく変化しています。

また、育児や子育てに対する孤立感や負担感に加え、児童虐待や貧困、養育困難

家庭の増加、子どもたちが遊びを通じてともに成長する機会の不足など、子どもが

健やかに成長する上で様々な課題が生じています。

こうした中、子育て家庭における様々なニーズや悩みに対応するとともに 「未、

来への希望 「社会の宝」である一人ひとりの子どもが心身ともに健やかに育つこ」

とができるよう、社会全体で子ども・子育て支援に取り組んでいくことが求められ

ています。

【取組の方向】

子どもと子育て家庭を社会全体で支援することで、安心して子どもを生み育てる

ことができ、次代を担う子どもたちが健やかに成長できるまちを目指します。

○若い世代

【現状と課題】

深刻さを増す少子化は、社会や経済、地域の持続可能性を基盤から揺るがす事態

につながるおそれがあります。

少子化の要因として影響が大きい未婚化・晩婚化の背景には、若い世代における

経済的な不安定さ、出会いの機会の減少、仕事と子育ての両立の難しさなど、一人

ひとりの結婚や出産、子育ての希望の実現を阻む様々な課題があり、家族を持つこ

とや子どもを生み育てることの喜び、楽しさを実感できる環境と社会づくりが急務

となっています。

【取組の方向】

若者の自立を支援し、生活との調和のとれた働き方を実現することで、家庭を築

き、子どもを生み育てたいと思う若者の希望が実現できるまちを目指します。

『政策３ 次代を担う子どもの育成』のもと取り組む施策

施策① 子ども・子育て環境の充実

施策② 若い世代の育成支援
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政策４ 市民の主体的な活動の推進

○地域の自治活動

【現状と課題】

町内会や自治会などは地域の自治活動の中心的役割を担っていますが、地域コミ

ュニティへの帰属意識の希薄化などにより、加入率の低下や担い手不足などの問題

を抱え、共同体としての機能の維持、活動の活性化に苦慮している傾向にあります。

一方、住民が地域のまちづくりの方向性などについて話し合い、住民主体の特色

あるまちづくりに取り組み始めた地域もあります。

【取組の方向】

住民一人ひとりがまちづくりに関わり、地域課題の解決や魅力的なまちづくりに

主体的に取り組む社会を目指します。

○市民活動

【現状と課題】

ＮＰＯ やボランティアなどによる市民主体のまちづくり活動が広がり、複雑多※

様化する社会の担い手の一つとして浸透してきています。

こうした中、市民活動に関心のある市民は４割を超えていますが、参加割合は依

然として低いことから、参加機会の創出や関心を高める取組が必要です。

【取組の方向】

市民主体のまちづくり活動を促進するために、市民が公共的活動に参画しやすい

環境づくりを推進し、市民協働によるまちづくりを目指します。

『政策４ 市民の主体的な活動の推進』のもと取り組む施策

施策① 市民による地域づくりの推進

施策② 市民活動の促進
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将来都市像５ 人と文化をはぐくむ誇れるまち

歴史や文化をいかした魅力あるまちづくりを進めるとともに、生涯にわたり学習・文

化・スポーツ活動に取り組める環境の中で、誰もが目標に向かって成長し、希望に満ち

た生活を送ることができる「人と文化をはぐくむ誇れるまち」を目指します。

政策１ 文化の創造

○文化財

【現状と課題】

豊かな自然に恵まれた本市には、貴重な文化財が数多く残っており、重要な地域

資源として大切に保存し、公開・活用されています。

一方、経年劣化や担い手不足などにより、文化財の適正な保存・活用に様々な課

題が生じていることから、地域全体で文化財を守り活用していくネットワークを構

築する必要があります。

【取組の方向】

地域に根ざした文化財の調査を進め、社会状況の変化等を踏まえた保存・継承の

ための取組を進めるとともに、貴重な地域資源として有効活用を図ることで、文化

をいかした魅力あるまちづくりを目指します。

○芸術・文化

【現状と課題】

秋田ならではの文化事業の実施や新たな文化施設の整備などにより、市民の芸術

文化に対する関心が高まりつつあり、自主的な活動が広がりを見せるとともに、幅

広い市民や団体の連携による芸術文化をいかしたまちづくりが進められています。

一方、新型コロナウイルス感染症により、多くの公演や発表会が中止になるなど、

市民の文化活動に大きな影響が生じています。

【取組の方向】

市民が自主的な芸術文化活動に親しむことができる環境づくりを進めるとともに、

「新しい生活様式」のもと、文化団体等が活動を継続できるよう支援に努めます。

また、市民一人ひとりの創造力をいかし、文化が持つ力により、心に豊かさとう

るおいをもたらす社会を目指します。

○生涯スポーツ

【現状と課題】

市民の健康志向の高まりや余暇時間の増加に伴い、気軽にスポーツに親しみなが

ら、心身ともに健康な生活を送ることができる、豊かなスポーツライフを実現した

いという意識が高まってきています。

この実現に向けて、ライフステージに応じた多様なニーズへの対応と新型コロナ
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ウイルス感染症対策を踏まえたスポーツ振興に取り組む必要があります。

【取組の方向】

市民がそれぞれの体力や年齢、興味・目的に応じて、いつでも、どこでも、いつ

までもスポーツに親しむことができる生涯スポーツ社会の実現を目指します。

また、市民一人ひとりが 「新しい生活様式」のもと、主体的にスポーツ活動を、

楽しみながら、生涯にわたり、健康や生きがいづくりに取り組める環境づくりを進

めます。

○国際交流

【現状と課題】

本市は、友好姉妹都市 提携等をしている海外の各都市と、行政、教育、芸術文※

化、スポーツ、医療、経済など様々な分野での交流を行ってきましたが、新型コロ

ナウイルス感染症の世界的な拡大により、直接往来する交流については実施が難し

い状況にあります。

また、わが国の外国人材の受入推進施策等に伴い、外国人住民の増加傾向が続い

ていましたが、同感染症の影響により微減となっています。

グローバル化の進展により、世界情勢の変化が直接・間接的に市民生活に与える

影響が大きくなっていく中、こうした状況の変化に対応した国際交流施策、多文化

共生施策を進めていく必要があります。

【取組の方向】

各都市の特性や地域性をいかした特色ある交流の実施に努めることを基本とし、

世界的な疾病の流行等により直接の往来が困難な場合は、ＩＣＴを活用した代替交

流方法を検討するなど、柔軟な対応に努めます。

また、市民が世界の多様な文化や習慣を持つ人々と相互に理解する機会を増やし、

国際意識や平和意識の高揚を図り、世界に開かれた多文化共生のまちを目指します。

『政策１ 文化の創造』のもと取り組む施策

施策① 文化財の保存と活用

施策② 市民文化の振興

施策③ 生涯スポーツの推進

施策④ 国際交流の推進
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政策２ 教育の充実

○社会教育

【現状と課題】

自らの個性を発揮し、能力を高め、生きがいのある生活を送るため、生涯を通じ

て学びたいという市民の学習意欲が高まるとともに、学習ニーズが高度化・多様化

しています。また、学習した成果を主体的に社会にいかすことが求められています。

【取組の方向】

学習環境の変化やライフステージに応じた様々な学習機会を通して、多くの市民

がともに学び、学ぶ楽しさを実感できるようにするとともに、学んだ成果を、人づ

くり、つながりづくり、地域づくりに結びつけることにより、持続可能な活力ある

社会の実現を目指します。

○学校教育

【現状と課題】

少子化の進行、ＡＩ等の科学技術やグローバル化の進展、価値観の多様化 「新、

しい生活様式」への対応など、子どもを取り巻く環境が大きく変化しています。

こうした中、変化を前向きに受け止め、個性や能力を最大限に発揮して主体的に

未来を切り拓くとともに、様々な人と協働しながら課題を解決していく人材の育成

が求められています。

【取組の方向】

「徳 「知 「体」をバランスよくはぐくむ学校教育を通して、志を持って主体的」 」

に新たな価値を創造し、予測困難な未来を切り拓く「自立」の力と、多様な価値観

を互いに認め合い、協働して社会を創造する「共生」の力を育成することを目指し

ます。

○高等教育

【現状と課題】

１８歳人口の減少などにより、高等教育機関を取り巻く環境が厳しくなる一方、

時代に適応した教育の高度化・専門化に加え、地域や企業等との連携による新たな

価値の創造やまちづくり、学問、技術・文化等の拠点としての役割を強化すること

が求められています。

【取組の方向】

高等教育機関がより豊かな教養と深い専門性を身につけ、地域社会の発展に貢献

できる人材を育成し、情報発信力を高めるとともに、効率的かつ安定した経営がで

きるよう支援します。

また、高等教育機関が蓄積する高度な知的資源を、地域産業の発展や文化の振興

などにいかせるよう連携を進めます。
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『政策２ 教育の充実』のもと取り組む施策

施策① 社会教育の充実

施策② 学校教育の充実

施策③ 高等教育の充実
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第４ 総合計画推進のために

１ 計画推進体制の構築

基本理念の実現に向け、行政サービスの向上と行政経営の確立により総合計画

を推進する体制の整備を進めます。

行政サービスの向上では、窓口における市民満足度の向上、身近な場所でのサ

ービス提供機会の充実などの市民の利便性向上につながる体制の構築を、また、

行政経営の確立では、効率的かつ効果的な行政経営システムおよび行財政改革を

推進する体制の構築を目指します。

２ 計画推進にあたっての視点

基本理念の実現に向け、次の６つの視点に基づき、基本構想に掲げる各取組を

進めます。

この６つの視点は、今後の本市の経営資源を最大限にいかしながら、市民と一

緒にまちづくりを進めていくため、常に意識していくとともに、推進計画におけ

る事務事業の企画立案、実施、評価にあたり、留意していくべきものです。

(1) 行政のデジタル化の推進

本市では、行政の各分野においてＩＣＴやＡＩをはじめとしたデジタル技術

を積極的に活用し、行政手続の簡素化や行政運営の効率化などによる業務改革

を進め、市民の利便性の向上に努めます。

(2) 行財政改革

本市では、人口減少・少子高齢社会の進行など、本市を取り巻く社会情勢の

変化に対応し、持続可能な行財政運営を実現するため 「経営資源の最適配分、

の実現 「市民協働による地域・社会課題の解決 「官民連携による行政運営の」 」

確立」に取り組み、さらなる市民サービスの向上に努めます。

(3) 地方分権改革への対応

本市では、住民に最も身近な基礎自治体を重視した地方分権改革の進展に伴

って、市民の期待に応えられる体制を構築します。また、地方自治の本旨に基

づく団体自治の理念のもと、制度改革に対応した責任ある政策形成ができるよ

う、人材育成と組織整備に努めます。

(4) 市民協働

本市では、市民自らが主体となり「自分たちの地域は自分たちでつくる」

「地域の課題は地域で解決する」住民自治の理念のもと、都市内地域分権の一

層の定着を図るとともに、市民の参加と協働によるまちづくりの推進に努めま

す。また、地域・社会課題の解決に向け、市民、ＮＰＯ 、企業等の多様な主※
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体が公共を支える市民協働に取り組み、未来の公共をともに創造していくこと

に努めます。

(5) シビックプライド（まちへの誇りと当事者意識）の醸成

本市では、まちを元気にし、次の世代に引き継ぐ原動力は市民一人ひとりで

あるとの認識のもと、市民のまちづくりに関わる機会の拡大、本市の豊かさ・

魅力の掘り起こしや発信等を通じて、市民がまちへの愛着や誇りを感じ、この

まちをより良くするために関わる当事者意識「シビックプライド」の醸成に努

めるとともに、市職員への意識の浸透を図ります。

(6) 家族・地域の絆づくり

本市では、人と人とのつながりや絆を大切にする心をはぐくみ、市民が互い

を尊重し合いながら、自助・共助が促進されるように努めます。また、地域福

祉や次代を担う子どもの育成など、それぞれの分野が連携し、地域のコミュニ

ティや世代間交流を推進し、家族や地域全体が支えあう元気な社会の形成に努

めます。
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第５ 創生戦略

○ 戦略設定の趣旨

【普段の暮らしにある「心の豊かさ 】」

経済活動上の効率性や合理性などから、これまで、大都市への人やモノの集中

が進んできましたが、コロナ禍により、東京一極集中や大都市の過密さがリスク

や弱点として広く認識されるようになり、社会のあり方や人々の生き方、価値観

に大きな変化が生じています。

秋田で暮らす私たちにとっても 「地方で生きる」ことの価値と意義を改めて、

捉え直す、大きな転機です。

充実した日々の営み、静かな生活環境、身近にある豊かな自然、旬の食べ物な

ど四季を感じる暮らし、人と人との適度な距離感やつながり、地域の営みや歴史

に根ざした文化。

地方都市の普段の暮らしがもたらす「心の豊かさ」は、私たちにとって、まち

に対する愛着の源泉であり、大都市で暮らす人々にとっては 「生活の質」を高、

める大きな魅力として、地方回帰のきっかけとなるものです。

【 心の豊かさ」を支える「社会基盤 】「 」

同時に 「心の豊かさ」を実感するためには、日々の暮らしを支えるしっかり、

とした土台を固めることが重要です。

安定した仕事や収入、安全・安心、子育てしやすい環境、健康長寿、充実した

公共交通、そして、新しい生活様式を支えるＩＣＴなどの先端技術。

人口減少下にあっても持続可能な「社会基盤」が不可欠です。

【豊かさの実感に向けた戦略】

「心の豊かさ」とそれを支える「社会基盤 「地方で生きる」うえでは、その」。

バランスが大切と考えます。

地方の中核都市である本市には、適度な水準でそのバランスをとることができ

る長所があります。長所をいかし、伸ばすことを通じて、市民一人ひとりが暮ら

しの豊かさを実感し 「このまちで生きる」ことに幸せと誇りを感じ、都市とし、

ての魅力を高めていくことが肝要です。

このことを念頭に置き、本市の経営資源を一体的かつ集中的に投入する分野と

して、

『先端技術を活用した地域産業の振興としごとづくり』

『芸術文化・スポーツ・観光による都市の魅力向上』

『未来につなぐ環境立市あきたの推進』

『子どもを生み育てやすい社会づくり』

『いきいきと暮らせる健康長寿社会づくり』

の５分野を創生戦略に設定するものです。

～「大都市」から「地方」へ 「地方で生きる」を「このまちで生きる」へ～。

私たちのまちを、ともに「創」り、ともに「生」きるための「創生戦略」です。
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戦略１ 先端技術を活用した地域産業の振興としごとづくり
人口減少が進む中、産業経済基盤を強化することは、地域の

活力を高める大きな力となります。

市内企業の大多数を占める中小企業の発展により、さらなる経

済活性化や雇用創出が期待されることから、意欲ある中小企業の

新分野進出や事業拡大を支援するとともに、新たなビジネスの創

出や起業家の育成などに取り組む必要があります。

また、東アジアやロシア沿海地方に近接する地理的優位性や、

これまでの産業集積等の資源をいかしながら、貿易と物流の活発

化を図るとともに、重点的に集積を進めている電子部品・デバイス 、※

輸送機関連等に加え、今後の大きな成長が見込まれるＩＣＴ分野

戦略設定の背景 での先端企業の誘致、既存企業の事業拡大につなげる必要があ

ります。

農業分野では、生産拡大と農家の経営安定化に向け、効率的

で収益性の高い生産構造への転換を図るとともに、６次産業化や

農商工連携による農畜産物の高付加価値化、ＩＣＴ等先端技術の

活用による生産性向上などを推進していく必要があります。

こうした取組により、本市の持つ潜在力をいかしながら地域産

業の振興を図り、経済活動の活性化と雇用の質の向上につなげ

ることが求められています。

さらには、今後のまちづくりのモデルとして、民間との協働によ

り、先端技術を活用し、観光、スポーツ、環境、防災などの分野と

一体的に展開することで、人口減少・少子高齢化に伴う地域の課

題解決につなげていく必要があります。

戦略が目指すもの ○企業活動の活性化と新たな経済活動の創出

○しごとの創出と質の向上

Ⅰ 地域の強みをいかした産業の育成・創出

Ⅱ 都市と共生する活力ある農業の実現

重点プログラム Ⅲ 正規雇用拡大等による雇用の質の向上

（実現のための方

策） Ⅳ 秋田港をいかした環日本海貿易の促進

Ⅴ 先端技術を活用した地域の活性化
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戦略２ 芸術文化・スポーツ・観光による都市の魅力向上
コロナ禍にあって、私たちは、改めて芸術文化が与えるうるおい

やスポーツが呼び起こす感動、観光資源が放つ多彩な魅力など

が、いかに人々の心に元気を与えてきたか気づかされました。

私たちは、このことを心に留めながら、地域の営みや歴史に根

ざした文化を享受し、受け継ぐとともに、自らも、新たな文化の創

造を担っていくことが求められます。

戦略設定の背景 見る。聞く。触れる。味わう。薫る。五感を刺激する本市の魅力

を引き続き、芸術・文化、スポーツ、観光の視点から磨き上げ、交

流人口の拡大を図るとともに、市民がいきいきと暮らす魅力あるま

ちづくりを進めていく必要があります。

そのため、本市の新たな魅力の発掘にさらに力を注ぎ、都市の

イメージアップを図るとともに、新しい生活様式のもとで、人の流れ

をつくる取組を継続し、にぎわいの回復とまちの活性化を推進す

ることが求められています。

○地域資源をいかした感動に出会えるまちづくり

戦略が目指すもの ○交流人口増加による経済活動の活性化

○新しい価値を生み出す文化創造のまちづくり

Ⅰ 芸術文化の香り高いまちづくりと中心市街地活性化

重点プログラム

（実現のための方 Ⅱ トップスポーツへの支援

策）

Ⅲ 観光振興とセールス・プロモーションの強化
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戦略３ 未来につなぐ環境立市あきたの推進
政府は「２０５０年までに温室効果ガス の排出を全体としてゼロ※

にする脱炭素社会の実現を目指す」との宣言を行い、その実現に

向けた方策として、電源構成における再生可能エネルギー の割※

合を大幅に増やすことが予想されます。

こうした中、本市では、安定した風況や市域の７０％を占める森

林など、豊富なバイオマス 資源等を背景に、様々な再生可能エ※

ネルギー 施設が民間を中心に設置されており、現在も港湾洋上※

風力発電など、国をリードするプロジェクトが進められています。

こうした恵まれた秋田の資源・エネルギーをいかした便利で活

戦略設定の背景 力のある暮らしを実現するためには、環境関連産業の創出による

地域経済の活性化や環境への負荷の少ない心豊かな暮らし方へ

の転換（ライフスタイルの創出）を進め、内外にＰＲする必要があり

ます。

また、市、事業者、市民が適切な役割分担のもと、環境への負

荷の低減に協働で取り組むとともに、「もったいない」と思う心をは

ぐくみ、ごみの減量や資源の有効活用等について、自ら考え、行

動する意識を醸成することで、持続可能な未来に向けた循環型社

会 の実現を図る必要があります。※

○地域の環境特性を踏まえたライフスタイルの創造

戦略が目指すもの

○環境関連技術を活力とした地域活性化

重点プログラム Ⅰ 豊かな自然をいかした環境共生スタイルの創出

（実現のための方

策） Ⅱ 温室効果ガス の排出抑制によるゼロカーボン の推進※ ※

Ⅲ 市・事業者・市民の協働による循環型社会 の構築※
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戦略４ 子どもを生み育てやすい社会づくり
子どもは、いつの時代も、一人ひとりがかけがえのない存在で

あり、「未来への希望」「社会の宝」ですが、多くの自治体と同様に

本市も人口減少や少子化が進行し、都市の持続的な発展を妨げ

る大きな課題に直面しています。

その背景には、未婚化・晩婚化の進行に加え、仕事と子育ての

両立の難しさや子育てに対する不安感や負担感があります。こう

した課題を取り除き、子育て家庭が、安心して子育ての喜びや楽

しさを実感できるようにすること、そして、次代を担う子どもが健や

戦略設定の背景 かに育ち、若い世代が将来にわたる展望を描き、希望をかなえら

れるようにすることが、今を生きる私たちの大きな責務です。

市民の結婚や妊娠・出産、子育てに対する希望を実現すること

は、元気な秋田市を次の世代に引き継ぐための基盤となります。

就労、出会い、結婚、妊娠・出産、そして子育てと、ライフステー

ジに合わせた施策を切れ目なく展開し、子どもを生み育てやすい

社会を構築していくことが求められています。

○子どもを安心して生み育てやすい環境づくり

戦略が目指すもの

○子どもが心豊かで健やかに育つ環境づくり

Ⅰ 支えあいによる子ども・子育て家庭への支援

重点プログラム

（実現のための方 Ⅱ 安心して子育てできる環境の整備

策）

Ⅲ 若い世代の希望の実現



62

戦略５ いきいきと暮らせる健康長寿社会づくり
市民の３０％以上が６５歳以上の高齢者となっている本市にあ

って、超高齢社会をいかに豊かなものとし、次の世代に引き継い

でいくかが課題となっています。

こうした中、市民一人ひとりが心豊かにいきいきと幸せに暮らす

ためには、健康寿命を伸ばしていくことが必要であり、元気な秋田

市づくりの根本になるものです。

高齢者が支えられるだけではなく、社会の支え手としての役割

戦略設定の背景 を担い、活躍できる社会の実現に向け、引き続き「エイジフレンドリ

ーシティ（高齢者にやさしい都市）の実現」に取り組んでいく必要が

あります。

また、公共交通に関しては、利用者の減少が進み、交通事業が

厳しい状況に置かれている中、高齢者に限らず、誰もが日常生活

や社会生活を営む上で必要不可欠な移動を円滑に行うことができ

る交通手段の確保と維持が求められています。地域のニーズや

特性に配慮し、ＩＣＴなども活用しながら、市民の利便性の確保と

効率性を両立させていく必要があります。

高齢者や障がい者、子育て中の親や子どもなど、誰もが安全安

心に暮らせる健康長寿社会をつくるため、社会基盤の整備、生涯

を通じた健康づくり、地域コミュニティでの高齢者の活躍の場の創

出など、様々な取組が求められています。

○ 市民の幸せの基盤となる健康・長寿の実現

戦略が目指すもの ○ 高齢者が輝ける地域社会の実現

○ 誰もが円滑に移動できる交通体系の実現

Ⅰ 生涯を通じた健康づくりと生きがいづくりの推進

Ⅱ 高齢者の多様な能力の活用

重点プログラム Ⅲ バリアフリー 化の推進※

（実現のための方

策） Ⅳ 将来にわたり持続可能な公共交通の実現

Ⅴ 多様な生活支援サービスが利用できる地域づくりの推進
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※製本時に各ページの下部に掲載します。

脚 注

※ テレワーク

コンピュータやネットワークの技術を駆使して、勤務場所や勤務時間の制約を受けずに仕事

に取り組む新しい働き方。

※ ＩｏＴ

あらゆる物がインターネットを通じてつながることによって実現する新たなサービス、ビジ

ネスモデル、またはそれを可能とする要素技術の総称。

※ 芸術文化ゾーン

平成２９年３月に内閣総理大臣に認定された「秋田市中心市街地活性化基本計画」で設定し

た「中心市街地」のうち、多数の文化施設が集積している広小路・仲小路からエリアなかいち

を経て、中土橋・千秋公園に至るまでの一帯。あきた芸術劇場や文化創造館を核に、文化施設

機能を集約し、面的な充実を図る。

※ コンパクトシティ

人口減少下において、市街地の拡大を抑制し、生活拠点等に居住や医療・福祉・子育て支

援・商業等の都市機能を集約することにより、日常生活に必要なサービスが効率的に受けられ

るコンパクトな都市の形態。国では多くの地方自治体が共有できる具体像として、生活拠点が

複数存在し、各地とこれらの拠点が交通ネットワークで結ばれた「多極ネットワーク型コンパ

クトシティ」を提唱。

※ 扶助費

生活保護法、児童福祉法、老人福祉法などに基づき、被扶助者に対して支給する費用、各種

サービスなどをいう。市が法律に基づかないで、単独施策として行うサービスなども扶助費に

含まれる。

※ 公債費

地方公共団体が借り入れた地方債の元利償還金などの義務的な経費。

※ 主要２基金

財政調整基金と減債基金。

財政調整基金：年度間の財源の不均衡を調整するために積み立てる基金

減債基金 ：公債費の償還を計画的に行うための資金を積み立てる基金

※ 市債

市が、国・地方公共団体金融機構・銀行などから調達する長期的な借入金。
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※ 臨時財政対策債

地方公共団体の一般財源不足を補うため、地方財政法の規定に基づき、特別に発行を認めら

れた地方債。将来にわたって支払うべき元利償還金は、後年度の地方交付税としてその全額が

措置される。

※ サプライチェーン

商品が消費者に届くまでの原料調達から製造、物流、販売といった一連の流れ。

※ デバイス

特定の機能・用途を持った電子機器や端末の総称。

※ デジタルトランスフォーメーション

ＩＴ（情報技術）が社会のあらゆる領域に浸透することによってもたらされる変革。

※ ニアショア

システムやソフトウェアなどの開発を国内の遠隔地の企業などに外注すること。

※ ワーケーション

観光地などでテレワークを活用し、働きながら休暇をとる過ごし方。

※ 中心市街地

平成２９年３月に内閣総理大臣に認定された「秋田市中心市街地活性化基本計画」にお

いて設定した、秋田駅周辺から保戸野通町、川反地区までの区域（約115ha 。）

※ アグリビジネス

農林水産・食品関係の産業のこと。種苗、種畜、飼料、肥料、薬品、農業用施設・装置など

の農業用資材のほか、農産物や食品の貯蔵、加工、流通など幅広い分野が含まれる。

※ 循環型社会

廃棄物の排出抑制、循環的利用の促進、適正処分の確保によって、天然資源の消費が抑制さ

れ、環境への負荷ができる限り低減される社会。

※ 温室効果ガス

二酸化炭素、メタンなど、地表から放射された赤外線を一部吸収することによって温室効果

をもたらす気体。

※ 再生可能エネルギー

自然の営みから半永久的に得られ、継続して利用できるエネルギー。有限でいずれ枯渇する

化石燃料などと違い、自然の活動によってエネルギー源が絶えず再生、供給され、地球環境へ

の負荷が少ないエネルギー。

※ 都心・中心市街地

全県全市を対象とする広域的な行政、金融等の中枢業務、商業、文化、教育、アミューズメ

ント等の高次都市機能の集積した地域（中心市街地を含む秋田駅から山王地区 。）
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※ 地域中心

東部、西部、南部、北部、河辺、雄和の６地域のそれぞれの拠点となる地域レベルの中心地

区。

※ バリアフリー

高齢者や障がい者などが生活していく上で、社会参加を困難にしている物理的、社会的、制

度的、心理的なすべての障壁（バリア）となるものを取り除くこと。

バリアフリー化された住宅とは、身体機能が低下しても、安心して住み続けられるように、

床の段差の解消などに加え、十分な廊下幅の確保などに配慮した住まい。

※ 耐震化（住宅）

昭和56年以前の旧耐震基準に基づいて建てられた既存の建築物の耐震性能を高めるために、

壁を増やしたり、筋かいを入れたり、基礎を補強するなどの改修工事を行うこと。

※ 住宅ストック

ある一時点におけるすべての住宅の数。

※ 耐震化（水道）

耐震性のない浄水場（原水（川の水など）を浄水処理する施設）や配水池（浄水処理した水

を一時的に貯めておく施設）の改修、建て替えを行うことや、耐震性を有しない老朽管を耐震

管に入れ替えること。

※ ダウンサイジング

費用の削減や効率化を目的として、更新などの際に施設能力を縮小し、規模を適正化するこ

と。

※ 都市計画道路

都市計画法に基づき都市計画決定された都市施設としての道路。

※ 自主防災組織

地域の防災力を最大限に発揮するため、平時における防災知識の普及や防災訓練の実施およ

び災害発生時における情報の収集・伝達や避難誘導、被災住民の救出・救護などの自主的な防

災活動を組織的かつ実効性のあるものとするためにつくられる組織。

※ 感染症

細菌やウイルスなどの病原体が体内に入り増殖して発症する疾患の総称。

※ オープンスペース

緑地や広場を含む公共の空地。

※ 生活衛生関係施設

旅館業、興行場、公衆浴場、理容所、美容所、クリーニング所等。

※ 適正飼養

人と動物の調和のとれた共生社会を構築していくために、動物の習性行動を理解し、動物の

視点に立って終生にわたり飼養すること。
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※ 食育

生きる上での基本であって、知育・徳育・体育の基礎となるものであり、様々な経験を通じ

て「食」に関する知識と「食」を選択する力を習得し、健全な食生活を実践できる人間をはぐ

くむこと。

※ 生活習慣病

偏った食事、運動不足、喫煙、飲酒などの生活習慣との関係が深いと考えられる高血圧、糖

尿病、脂質異常症などの病気。

※ こころの健康

「こころが健康な状態」とは、情緒が安定し、状況に応じて問題解決をしながら、周囲の人

や社会と適切な関わりを保ち、いきいきと自分らしく生きている状態をいう。

※ 健康寿命

健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間。つまり、病気で寝たきりに

なったり、介護を受けたりせずに健康で元気に生活できる期間のこと。

※ 特殊災害

船舶・航空機火災、大規模林野火災、毒劇物漏洩事故など、人命への危険が高く、消防活動

も特殊な環境下で困難かつ長時間となり、市民生活の一部にも影響をおよぼす災害。

※ ＡＥＤ

自動体外式除細動器。突然心臓がけいれんし、血液を流すポンプ機能を失ったときに、心臓

へ電気ショックを与えることにより正しい拍動に戻し、蘇生するための医療機器。

※ メディカルコントロール体制

救急現場における、救急救命士などがすみやかに医師から指示・指導・助言を受けられる体

制、救命処置に対し医師が事後検証し今後の教育に役立てる体制、救急救命士の再教育体制と

いう３つの体制。

※ ＬＧＢＴＱ

Ｌesbian (女性の同性愛者)、Ｇay (男性の同性愛者)、Ｂisexual (両性愛者)、

Ｔransgender (主に身体的な性別と性自認が一致しない人)、 Ｑuestioning (性自認

が定まらない人)の頭文字をとった言葉で､性的マイノリティを表す言葉。

※ ＮＰＯ

継続的・自発的に社会貢献活動を行う、営利を目的としない団体の総称。

※ 友好姉妹都市

中国・蘭州市、ドイツ・パッサウ市、ロシア・ウラジオストク市、アメリカ・セントクラウ

ド市、アメリカ・キナイ半島郡。
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※ バイオマス

農作物や木材等、再生可能な動植物に由来する有機性資源で、エネルギーとして利用できる

もの。ただし、原油、石油ガス、天然ガス、石炭等の化石資源を除く。バイオマスエネルギー

は二酸化炭素の発生が少なく、現在は新たな各種技術の開発により活用が可能になってきてお

り、化石燃料に代わるエネルギー源として期待されている。

※ ゼロカーボン

温室効果ガス（二酸化炭素）の排出量を実質ゼロとすること。


